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   第 ６ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

 

平成30年１月19日(金曜日) 

            午前10時27分開議 

            午前11時58分休憩 

            午後０時44分開議 

            午後１時42分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 報告事項 

  (1)第７次熊本県保健医療計画の策定に

ついて 

(2)第４次熊本21ヘルスプラン（熊本県

健康増進計画）等の策定について 

(3)第３期熊本県における医療費の見通

しに関する計画の策定について 

(4)熊本県国民健康保険運営方針の策定

について 

(5)第７期熊本県高齢者福祉計画・介護

保険事業支援計画の策定について 

(6)第５期熊本県障がい者計画等の策定

について 

(7)第２期熊本県自殺対策推進計画の策

定について 

(8)第３次熊本県動物愛護推進計画の策

定について 

(9)熊本県立こころの医療センター第３

次中期経営計画の策定について 

(10)住まいの再建に関する調査結果に

ついて 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 田 代 国 広 

        副委員長 緒 方 勇 二 

        委  員 藤 川 隆 夫 

        委  員 鎌 田   聡 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 楠 本 千 秋 

        委  員 山 本 伸 裕 

        委  員 髙 島 和 男 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

健康福祉部 

部 長 古 閑 陽 一 

政策審議監 渡 辺 克 淑 

医 監 迫 田 芳 生 

長寿社会局長 福 田   充 

子ども・障がい福祉局長 柳 田 紀代子 

健康局長 田 原 牧 人 

首席審議員兼 

健康福祉政策課長 野 尾 晴一朗 

健康危機管理課長 厚 地 昭 仁 

高齢者支援課長 谷 口   誠 

認知症対策・         

地域ケア推進課長 下 山   薫 

社会福祉課長 島 川 圭 二 

子ども未来課長 吉 田 雄 治 

首席審議員兼 

子ども家庭福祉課長 冨 永 章 子 

障がい者支援課長 奥 山 晃 正 

首席審議員兼 

医療政策課長 松 岡 正 之 

国保・高齢者医療課長 早 田 章 子 

健康づくり推進課長 岡 﨑 光 治 

薬務衛生課長 大 川 正 晃 

病院局 

病院事業管理者 永 井 正 幸 

総務経営課長 緒 方 克 治 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 若 杉 美 穂 

政務調査課主幹 福 田 孔 明 
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――――――――――――――― 

  午前10時27分開議 

○田代国広委員長 おはようございます。 

 ただいまから、第６回厚生常任委員会を開

会いたします。 

 それでは、議事次第２、報告事項に入りま

す。 

 報告件数が多くなっておりますので、一括

説明の後に質疑ではなく、関係する項目ごと

に説明し、その後質疑とさせていただきま

す。 

 順番としては、(1)、(2)の説明及び質疑、

(3)、(4)の説明及び質疑、(5)の説明及び質

疑、(6)、(7)の説明及び質疑、(8)の説明及

び質疑、(9)の説明及び質疑、(10)の説明及

び質疑となっております。 

 効率よく進めるために、執行部の皆さんに

は、説明等を行われる際、簡潔に、着座のま

ま行ってください。 

 それでは、まず報告(1)、(2)について、担

当課長から説明をお願いします。 

 

○野尾健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 まずは、健康福祉政策課から、健康福祉部

全体の計画策定状況の説明を申し上げます。

その後、各計画の概要を説明いたします。 

 厚生常任委員会報告事項の１ページをお願

いいたします。 

 今年度改定作業を行う健康福祉部の計画の

関係図です。 

 保健医療、高齢者福祉、障害福祉などの健

康福祉部に関するさまざまな計画が一斉に改

定を迎えます。 

 ２ページをお願いいたします。 

 この後御説明させていただく各計画につい

て、根拠法令や概要などを一覧で記載してお

ります。 

 ページの中央の計画期間をごらんくださ

い。 

 国の社会保障制度改革の動きを踏まえて、

保健医療関係の計画が、これまで５年だった

ものが、次期計画から６年に見直されていま

す。この改正により、今後、高齢福祉、介

護、障害福祉の改定や中間見直しとタイミン

グが合うこととなり、次回は35年度に一斉に

改定を迎えることとなります。 

 また、計画ごとに進捗状況が若干異なって

おりますが、パブリックコメント等の実施時

期については、右から３番目の欄に記載して

おり、12月から１月にかけてパブリックコメ

ントを実施しております。３月末には計画を

策定する予定でございます。 

 引き続き、個別の計画について御説明を申

し上げます。 

 それでは、第７次熊本県保健医療計画につ

いて御説明を申し上げます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 まず、第１編、基本構想について御説明申

し上げます。 

 当計画は、医療法の医療計画として、本県

の医療提供体制の整備の方向性などを示すも

の、平成29年３月に策定いたしました熊本県

地域医療構想を推進する計画、また、熊本復

旧・復興４カ年戦略を推進する本県の保健医

療の基本的な計画でございます。 

 基本目標は、記しておりますとおり、「安

全安心な暮らしに向けた、一人ひとりの健康

づくりと地域における保健医療の提供」とし

ております。 

 計画期間は、右上に書いておりますが、平

成30年度から35年度までの６年間でございま

す。 

 なお、当計画の策定におきましては、厚生

労働省からガイドラインが示され、また、医

療、介護、保険等の外部有識者で構成いたし

ます熊本県保健医療推進協議会で御審議いた

だきながら策定を進めております。 

 次に、第２編、基本計画について御説明申

し上げます。 
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 まず、１、保健医療圏の設定と基準病床数

について御説明申し上げます。 

 (1)の二次保健医療圏は、地域医療構想の

構想区域と合わせ、熊本圏域と上益城圏域を

統合し、10圏域としております。 

 (2)基準病床数ですが、病院等の病床の許

可を行う際の基準となる数でございます。既

存の病床数が基準病床数より多い場合には、

公的医療機関などの増床を許可しないことと

なります。基準病床数は、医療法施行規則、

省令の算定式に基づいて算定しております。 

 療養病床及び一般病床の基準病床数は、全

体で１万8,238、いずれの圏域でも既存病床

数が基準病床数を超えております。 

 (3)の特定の病床等に係る特例として、特

例病床と特例診療所の対象と制度要件もあわ

せて記載しております。 

 次に、施策について御説明申し上げます。 

 最初に説明いたしました基本目標を達成す

るため、４つの施策の柱立てを行っており、

それについて見ていただくと、施策の柱①

が、２、生涯を通じた健康づくり、右側の施

策の柱②が、３、地域で安心して暮らせる保

健医療の提供、裏面に移りまして、施策の柱

③が、４、地域の保健医療を支える人材の確

保・育成、施策の柱④が、５、健康危機に対

応した体制づくりとしております。 

 本日は、この４つの柱に沿って重点的に取

り組む項目を中心に説明申し上げます。 

 ページを３ページに移っていただいて、ち

ょっと真ん中ぐらいに記しておりますが、重

点的に取り組む項目については赤囲いで囲っ

ております。重点的に取り組む項目に準じる

項目については緑囲いで囲っております。で

すから、本日は、赤囲いについて説明を申し

上げたいと思います。 

 まず、施策の柱①の２、生涯を通じた健康

づくりでは、重点的に取り組む項目として、

働く世代の健康づくりの推進を掲げておりま

す。 

 これにつきましては、くまもとスマートラ

イフプロジェクトにより、企業等の健康経営

の推進に力を入れていくこととしておりま

す。具体的には、応援団登録を企業や団体等

に働きかけ、従業員等の健康づくりの実践に

つなげることとしております。 

 また、高齢者の健康づくりの推進について

も、資料記載のとおり、取り組みをしっかり

と進めてまいりたいと考えております。 

 次に、施策の柱②の３、地域で安心して暮

らせる保健医療の提供について説明いたしま

す。 

 重点的に取り組む項目として、まず３ペー

ジのほうを見ていただくと、医療情報の提

供・ネットワーク化、糖尿病、次４ページに

移っていただきますと、在宅医療、災害医

療、周産期医療、５項目を掲げております。 

 ３ページに戻っていただきまして、まず医

療情報の提供・ネットワーク化では、医療の

質の向上と効率化を図るため、くまもとメデ

ィカルネットワークへの加入を促進するた

め、関係団体等と連携した働きかけや県民向

けの啓発に取り組むこととしております。 

 次に、糖尿病については、40歳から74歳の

県民４人に１人が糖尿病予備群、有症者であ

ることなどから、発症予防、早期発見の推進

として、糖尿病予防の県民運動を新たに展開

していくこととしております。 

 また、重度化予防を推進するため、熊本県

糖尿病性腎症重症化予防プログラムの普及や

連携体制の整備に取り組むこととしておりま

す。 

 これらの取り組みとあわせまして、がん、

精神疾患、認知症などにもしっかりと、資料

記載のとおり、取り組むこととしておりま

す。 

 裏面をお願いいたします。４ページです。 

 在宅医療については、高齢化の進展などに

より在宅医療の需要が大きく増加していくこ

とが見込まれますことから、在宅医療を推進
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する拠点の整備、在宅医療と介護の連携の推

進に取り組むこととしております。 

 災害医療につきましては、災害医療提供体

制を強化するため、地域の医療救護活動に関

するコーディネート機能の強化、災害拠点病

院を中心とした体制を強化するため、全ての

病院でのＢＣＰの作成などを促進することと

しております。 

 周産期医療につきましては、熊本市民病院

の被災により使用できなくなったＮＩＣＵ、

新生児集中治療室の病床について、同病院の

機能回復に取り組むこととしており、また、

災害時に小児・周産期医療の調整役となる災

害時小児周産期リエゾンを計画的に養成する

こととしております。 

 施策の柱③の４、地域の保健医療を支える

人材の確保・育成では、特に重点的に取り組

む項目として、医師の確保、育成を掲げてお

ります。 

 地域の医療を県全体で支える仕組みとし

て、地域の実情を踏まえて、自治医科大医師

の派遣や修学資金貸与医師の配置などを行う

こととしております。 

 また、本県出身者の県内の就業促進につな

げる取り組みを行うこととしております。 

 あわせて、保健師、助産師、看護師、准看

護師の確保、育成を、資料記載のとおりに進

めることとしております。 

 施策の柱④の５、健康危機に対応した体制

づくりでは、これまでの取り組みを継続、強

化してまいります。記載した項目をしっかり

と取り組んでまいります。 

 下段のほうの６、熊本地震からの医療提供

体制等に係る創造的復興につきましては、第

２編のこれまで説明いたしました箇所に記載

している内容のうち、熊本地震に関係するも

のを再掲しております。 

 第３編、計画の実現に向けて(関係者の役

割)につきましては、計画の実現に向けた県

民、事業者、企業、医療機関、関係団体、大

学、保険者、市町村、県のそれぞれの役割を

記載しております。 

 健康福祉政策課からの説明は以上でござい

ます。よろしくお願いいたします。 

 

○岡﨑健康づくり推進課長 健康づくり推進

課です。 

 ５ページをお願いいたします。 

 健康づくり推進課からは、くまもと21ヘル

スプラン以下、全部で４計画について概要を

御説明いたします。 

 まず、くまもと21ヘルスプランですが、初

めにのところですけれども、この計画は、健

康増進法に基づき策定いたします本県の健康

づくりの基本計画でございます。 

 第１章で、健康に関する熊本県の現状、課

題についてまとめております。 

 主なものといたしまして、本県は全国有数

の長寿県ですが、平均寿命、健康寿命の差が

８年から12年あります。 

 健康診査で、40代で既に血糖値、それから

血圧の高い人が多くなっております。 

 それから、食生活、運動、睡眠、喫煙、飲

酒等に対する生活習慣が悪化してきておりま

す。 

 また、熊本地震発生による生活習慣への影

響といたしまして、体を動かす機会が尐なく

なった、眠れなくなったなど、健康への影響

が懸念されているなどの課題があります。 

 第２章で、このような課題を踏まえまし

て、計画の目標を、「県民が生涯を通じて健

康で、安心して暮らし続けることができる熊

本」といたしまして、重点施策を、ここに書

いております①から⑤としております。 

 この重点施策について、第３章、下のほう

で御説明いたします。 

 施策のまず１番目は、より良い生活習慣の

形成と健康づくりの推進です。 

 まず、子供のころのよりよい生活習慣の形

成といたしまして、食育の推進、子供の体力
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向上、虫歯・歯肉炎予防対策の推進等に取り

組むこととしております。 

 また、生涯を通じた健康づくりの推進とい

たしまして、栄養、食生活、運動の習慣化、

睡眠や心の健康づくり、歯・口腔対策等に取

り組みます。 

 施策の２番目は、生活習慣病の発症予防と

重症化予防です。 

 糖尿病対策といたしまして、まず、糖尿病

の発症予防、早期発見の取り組みの推進、発

症後は重症化予防の推進、それから、熊本型

糖尿病保健医療連携体制、関係機関のネット

ワーク化を図る、こういったことに取り組み

ます。 

 このほか、がん対策等に取り組むこととし

ております。がん対策につきましては、後ほ

どがん計画の概要で御説明いたします。 

 施策の３番目が、ライフステージ特有の健

康課題に応じた施策の推進です。 

 次世代の健康づくりといたしまして、妊

娠、出産、子育て期の切れ目のない支援体制

の整備、早産予防、働く世代の心の健康づく

りといたしまして、地域・職域連携によりま

す健康づくり、高齢者の健康づくり、介護予

防の推進といたしまして、ロコモティブシン

ドローム予防の推進、生きがい就労対策等に

取り組むこととしております。 

 施策の４番目が、熊本地震の影響に配慮し

た健康づくりの推進です。 

 地震後の県民の生活習慣の悪化を改善して

いくために、被災者の健康保持増進、介護予

防の充実強化、それから、被災者の心の回

復、健康づくりに取り組みます。 

 また、熊本地震の経験を生かしまして、災

害発生時のさまざまな健康課題に適切に対応

するために、災害時の保健活動体制の整備を

進めてまいります。 

 最後に、施策の５番目ですが、健康を支

え、守るための社会環境の整備、先ほども出

ましたが、県民の主体的な健康づくりの取り

組みを支援するためのくまもとスマートライ

フ応援団の登録促進など、社会環境の整備に

取り組むこととしております。 

 続きまして、７ページをお願いいたしま

す。 

 第３次の熊本県がん対策推進計画でござい

ます。 

 第１章では、熊本県におけるがんの状況に

ついてまとめております。 

 まず、本県のがんによる死亡者数は年間

5,539人で、昭和55年から死亡原因の１位と

なっております。また、全死亡の26％を占め

ております。 

 検診の受診率は全国平均を上回っておりま

すが、目標値50％を超えているのは男性の胃

がん検診だけとなっております。 

 それから、女性特有の子宮がんや乳がんな

どにつきましては、若い世代の罹患率が高

く、若いころからの検診等の啓発が重要にな

っております。 

 それから、がんの５年生存率は年々高まっ

ておりまして、がんは亡くなる病気ではなく

なってきております。 

 それから、罹患者――これは新規の患者の

方ですが、の４人に１人は働く世代で発症い

たしまして、治療と就労の両立ができるため

の環境整備が求められております。 

 現在、このような課題がございます。 

 第２章では、この課題を踏まえまして策定

するがん対策推進計画の基本的な考え方を記

載しております。 

 まず、がん対策基本法や国の基本計画をも

とに、本県の状況を踏まえたがん対策を計画

的に推進するために策定することとしており

ます。 

 基本方針を、「がん患者を含めた県民が、

がんを知り、がんと向き合い、共に支え合う

社会」といたしまして、全体目標を３点掲げ

ております。１点目が「がんを知りがんを予

防する」、２点目が「適切な医療を受けられ
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る体制を充実させる」、３点目が「がんにな

っても自分らしく生きることのできる社会を

実現する」としております。 

 第３章は、分野別施策と個別目標です。 

 計画中に取り組むがん対策を５分野に分け

て記載しております。 

 まず、施策の１点目は、がんを知り、がん

を予防するということで、ここでは、がんの

一次予防といたしまして、生涯を通じた健康

づくり、いわゆる生活習慣に起因するがんの

予防、それから、②のウイルスや細菌感染に

起因するがんの予防対策に取り組むこととし

ております。(2)のがんの二次予防では、が

ん検診の受診率向上対策等に取り組むことと

しております。 

 施策の２点目は、適切な医療を受けられる

体制の充実です。 

 (1)の診療機能の維持・向上といたしまし

て、県内で唯一拠点病院がない阿蘇圏域への

がん診療連携拠点病院の整備を進めてまいり

ます。このほか、(2)の医科歯科連携の推進

による患者のＱＯＬの向上等に取り組むこと

としております。 

 施策の３点目は、がんになっても自分らし

く生きることのできる社会の実現です。 

 がんと診断されたときからの緩和ケアの推

進、(2)の相談支援の充実、(3)熊本県版のが

ん連携ツールであります「私のカルテ」等の

普及、それから、がん患者等への就労支援、

ライフステージに応じたがん対策に取り組む

こととしております。 

 施策の４点目は、がんを学び正しく理解す

るです。 

 ここでは、がんに対する正しい知識の普及

啓発、それから、学校におけるがん教育を掲

げております。学校現場におきましては、が

ん教育が平成30年度から本格的に導入される

予定です。 

 最後が施策の５点目で、災害時におけるが

ん対策です。 

 熊本地震では、がん患者の方の転院や治

療、服薬中断などが課題となりました。この

ため、災害時の医療機関同士の情報共有の仕

組みづくりやがん相談支援センターの窓口の

周知、災害に備えた紹介カードの普及など、

ふだんからの災害時への備えを充実させてい

くこととしております。 

 続きまして、９ページをお願いいたしま

す。 

 第４次の熊本県歯科保健医療計画でござい

ます。 

 この計画は、国の法律及び県の歯科条例に

基づきまして、本県の歯科対策を効果的に推

進するために策定するものでございます。 

 計画策定の背景、課題について、主なもの

を申し上げます。 

 ３歳児、12歳児等子供の虫歯の状況は、全

国と比べて悪い状況にあります。歯周病の人

の割合も増加傾向にあります。それから、障

害者の方や要介護者の方の歯科健診や治療等

の提供体制の整備が求められております。熊

本地震を踏まえまして、災害時の歯科保健医

療体制の整備を進める必要があります。 

 第２章では、こうした課題を踏まえまし

て、基本方針といたしまして、「すべての県

民がその年齢又は心身の状況に応じた良質な

歯及び口腔に係るサービスの提供を受けるこ

とができるようにする」としております。 

 重点目標といたしまして、ここに記載して

おります①から⑤について取り組むこととし

ております。 

 第３章が、右側になりますが、歯及び口腔

の健康づくりの推進です。 

 第１項では、乳幼児期から高齢期まで、各

ライフステージの対策を掲げております。主

なものを御説明いたします。 

 １、２の乳幼児期、学齢期では、やはり虫

歯の保有率が依然として高いことから、保育

所、幼稚園、学校等と連携してフッ化物塗布

や洗口等の取り組みなど、虫歯予防対策に取
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り組みます。また、この時期は生活習慣の基

盤が形成されますので、よくかんで食べるな

どの食生活習慣づくりに取り組むこととして

おります。 

 ３の成人期につきましては、多くの方が歯

周病にかかっておりますので、歯科医院での

健診の啓発など、歯科保健についての正しい

知識の啓発を進めます。また、歯と全身の健

康についての正しい知識の啓発等にも取り組

みます。 

 ４の高齢期につきましては、80歳で20本以

上の歯がある方が、平成23年、前回の調査時

には38.3％でございましたが、直近の調査で

は51.7％と、大幅に増加しております。全国

平均を上回ってまいりました。一方で、55歳

から歯を喪失する方がふえているため、引き

続き8020運動を推進していくこととしており

ます。このほか、介護予防事業の口腔機能プ

ログラム等を推進することとしております。 

 第２項は、障害児(者)、要介護者等に対す

る歯科保健医療体制の充実です。 

 １の歯科疾患の予防、口腔機能の機能向

上、２では、障害児歯科等に係る人材育成、

それから、障害児(者)や要介護者に必要な歯

科保健医療連携体制の充実に取り組むことと

しております。 

 第４章が、歯科保健医療体制の整備です

が、ここは主に歯科医療関係の施策を掲げて

おります。 

 休日、夜間の救急医療体制の整備、在宅歯

科の連携体制の整備等に取り組むこととして

おります。 

 また、熊本地震では、被災者の口腔衛生の

状態の悪化により、口腔機能の低下や誤嚥性

肺炎の発生が懸念されました。このため、歯

科医師会と連携いたしまして、災害時におけ

る歯科保健医療体制の整備等に取り組むこと

としております。 

 最後が第５章で、医科歯科連携の推進で

す。 

 近年、口腔ケアが、誤嚥性肺炎や糖尿病、

がんなど、密接に関連することがわかってき

ました。このため、早産予防や糖尿病対策、

がん診療や回復期における医科歯科連携に重

点的に取り組むこととしております。 

 最後が、11ページをお願いいたします。 

 第３次の熊本県健康食生活・食育推進計画

でございます。 

 この計画は、食育基本法に基づきまして、

県民の食の現状を踏まえまして、食育に関す

る取り組みを総合的、計画的に推進するため

に策定するものでございます。 

 第１章に、食をめぐる現状と課題を書いて

おります。主なものを御説明いたします。 

 食育を通して、生活習慣病や低栄養の予防

など、健康寿命を延伸することが求められて

おります。 

 また、生活習慣病の予防、改善には、食事

を正しく選択できる力を身につけ、また、災

害などさまざまな場面にも対応できる食の自

立を促すことが求められております。 

 子供や高齢者の孤食等の課題がある中で、

家庭などのコミュニケーションを活用した食

育教育が求められております。 

 県民の約３割が外食や弁当等を利用してい

る中、県民の健康状態に合った料理や食事が

提供されるよう、外食や配食サービス等の食

環境の整備が必要です。 

 こうした課題を踏まえまして、第２章です

が、計画の目指す姿を「豊かな食(食生活・

食文化・食環境)が持続するくまもと」とし

ております。 

 また、食は命と健康の基本、県民及び多様

な関係者の協働による食育、地域に根差した

食育の３つの視点を持って、右側に記載して

おります基本施策、５つの項目に取り組むこ

ととしております。 

 第３章、下のほうで具体的な施策展開につ

いて御説明いたします。 

 施策の１番目が、健康寿命の延伸につなが
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る食育の推進です。 

 ここでは、健康づくり、生活習慣予防のた

めに食育を推進することとし、栄養成分表示

などの健康メニューや食材等の食品表示の提

供を行う健康づくり応援店、これの店舗数の

拡大等に取り組むこととしております。 

 施策の２点目は、食の自立に向けた食育の

推進です。 

 さまざまな場面での食事選択力の向上とい

たしまして、県民の皆様が、災害を含みます

さまざまな場面で、自分に合った食事の量や

内容を選択できるよう、食に関する知識の向

上に努めます。 

 施策の３点目は、社会生活や地域の中での

食育の充実です。 

 (2)の家庭や地域における食育の推進で

は、子供期、働き盛り期、長寿期と、ライフ

ステージごとに県民や家庭、地域で取り組ん

でほしい行動を示しました熊本県食生活指針

を策定し、普及することとしております。 

 施策の４点目は、多様な関係者の連携、協

働の強化による食育の推進です。 

 食の取り組み共有の場の提供と連携の強化

では、地域での食育推進連携会議の開催な

ど、食の取り組みを推進することとしており

ます。 

 最後が施策の５点目ですが、安全安心な暮

らしを支える食環境の整備の促進です。 

 (2)の環境及び安全、安心に配慮した地産

地消の推進といたしまして、食品の安全性の

確保や関係者が一体となった地産地消の推

進、それから(3)の災害時の食を守る取り組

みといたしまして、災害時栄養管理ガイドラ

インに基づきます被災者の栄養管理体制の構

築等に取り組むこととしております。 

 健康づくり推進課は以上でございます。 

 

○田代国広委員長 執行部の説明が終わりま

したので、質疑を受けたいと思います。 

 質疑ありませんか。――質疑ございません

か。 

 

○鎌田聡委員 ちょっと教えてください。第

７次熊本県保健医療計画の４ページの災害医

療の関係になりますけれども、全ての病院で

ＢＣＰの作成ということがありますが、今現

段階でどのくらいなんですかね。 

 

○松岡医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 恐れ入りますが、本体のほうの114、115ペ

ージをちょっとお開きいただいてよろしいで

しょうか。 

 こちらに、災害医療の項目でございます

が、115ページのちょうど真ん中辺に表を描

いております。表１、ＢＣＰを整備している

災害拠点病院、県内に災害拠点病院は14あり

ますが、現在４施設、３割ぐらいですね。そ

のほか、県全体213病院ございますが、その

うち32施設、割合では15％程度となっており

ます。 

 

○鎌田聡委員 これは、災害拠点病院だけじ

ゃなくて、全部でつくっていくということで

理解しとっていいんですかね。 

 

○松岡医療政策課長 災害拠点病院は、昨年

３月に、国が方針を決めて義務づけをされま

した。ただ、ほかの病院については義務づけ

はないんですが、県としては、全ての病院に

策定いただきたいということで、情報提供、

研修等の機会提供をしたいと考えておりま

す。 

 

○鎌田聡委員 結構これは時間とお金とかか

っとでしょう。 

 

○松岡医療政策課長 ＢＣＰは、それぞれ医

療機関でつくり方、いわゆる中身も全く異な

ります。で、非常に各医療機関のほうで、ど
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ういうふうにつくればいいのかというのが、

いわゆる問い合わせが非常に多いんですけれ

ども、国のほうが今年度から研修事業という

のを始めたんですが、非常に希望が殺到して

おりまして、希望者が全部参加できないとい

うような状況でございます。 

 県のほうでは、災害拠点病院をまず、義務

づけされておりますので、中心に、今年度は

推薦をしているわけですけれども、今後、そ

ういった情報をほかの医療機関にも間接的に

お伝えするというような機会を通じて、全て

の病院でできるだけ早く策定をいただくよう

な支援をしていきたいと思っております。 

 

○鎌田聡委員 期間が６年ぐらいの期間にな

ってきていると思いますので、できるだけ早

く、大変な取り組みになると思いますけれど

も、よろしくお願いしたいと思います。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○髙島和男委員 第７次の医療計画の中での

周産期医療についてお尋ねしたいと思うんで

すが、こちらの厚手のやつを見ておりました

ら、地震で市民病院が、18床が使用できなく

なったということで、９床が復活したという

ことで、現在45床ということでありますけれ

ども、後々は市民病院があと３床復活をする

ということで理解していいんでしょうか。 

 

○松岡医療政策課長 今現在、震災前と比較

して３床既に不足して、45床のベッドの稼働

率も、９割超えてもう100％に近いような、

非常に高い稼働の状況でございます。 

 今のところ、この45床で回っている状況で

ございますが、市民病院、まだ整備できるま

でにはちょっと時間がかかりますので、そこ

は状況を見て、市民病院は、当然、新しく整

備される際は、その48は復活するんですけれ

ども、それまでに必要ということを判断する

ような状況があれば、ほかの医療機関に３床

分をお願いをするとかということも含めて考

えていきたいと思っています。 

 

○髙島和男委員 ほかの医療機関というと、

もちろんほかの３つの医療機関ということで

理解して。 

 

○松岡医療政策課長 はい、そういうこと

で、熊大病院、もしくは福田病院になろうか

と思います。 

 

○髙島和男委員 熊大は何となくわかるんで

すが、福田さんは民間ということで、そこら

辺の余裕というのはどうなんですか、受け入

れる。 

 

○松岡医療政策課長 稼働率はいずれも高い

状況ではあるんですけれども、ＮＩＣＵを持

っているところが、福田が今現在、数として

は、一番多うございますので、そちらのほう

に、今後、そこの稼働の状況を見ながら御相

談するということも考えていきたいと思って

います。 

 

○髙島和男委員 先ほど課長のお話では、９

割からほぼ100％ぐらいの稼働率ということ

ですが、懸念しておりましたのは、他県への

搬送というのがあったかなかったか、そこを

ちょっと確認をお願いします。地震以降です

ね。 

 

○松岡医療政策課長 他県への搬送は、震災

前も現実的にはあっております。当然、震災

直後はその数がふえたわけでございますが、

今現在は大分落ち着いて、ただ、やはりなか

なか県内では診れない患者さん、福岡の子供

病院等に、あるいは県境地域については、人

吉のほうは鹿児島等に搬送される患者さんと

いうのは現実的にはありますが、今そこでひ
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どく県内に対して、いわゆる受け入れができ

ないような状況ではないというふうに今理解

はしております。 

 

○髙島和男委員 わかりました。 

 残りの３床というのは、やっぱり状況を見

ながら、ぜひ他県への搬送というのは極力や

っぱり尐なくしていかないかぬわけですか

ら、ぜひ体制の充実を図っていただきたいと

思います。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○山本伸裕委員 まず、３ページの基準病床

数のところでの御説明で、既存病床数が基準

の病床数を上回っている場合は増床を認めな

いと、つまり新しく病床をふやすことはだめ

ですよということなんですよね。 

 これは、この表を見ると、全てのところで

上回っているということは、もうベッド数ふ

やせないということになるわけですね。 

 

○野尾健康福祉政策課長 今委員がおっしゃ

ったとおり、そういうふうな医療法の定めに

なっておりますので、ここに書いてあるのは

現実でございます。 

 

○山本伸裕委員 もう１つ、何か基準病床数

に接近させていくような誘導策みたいなのは

ありますか。 

 

○松岡医療政策課長 いわゆる地域医療構想

では、病床の必要量という言い方をしており

ます。この本体のほうでいきますと、12、13

ページに書いています。要は、こちら、2025

年の患者の需要動向を推計をすることで、病

床機能を４つに分けて、その地域別に将来的

に必要な患者数に合わせたベッドの必要量と

いう言い方をしておりますが、これに向け

て、病床転換、機能転換等を図られる医療機

関に対しては支援をしていくというようなこ

とで、誘導というようなことだと思います。 

 

○山本伸裕委員 はい、わかりました。 

 がん対策の７ページですか、がん検診につ

いてなんですけれども、厚生労働省が、市町

村による公的ながん検診を行うよう育成支援

を図っていると思うんですけれども、先ほど

の説明の中で、県内で唯一診療拠点がない阿

蘇医療圏への整備というような話だったんで

すが、厚生労働省のあれでは、全市町村に整

備をするということなのかなというふうに理

解していたんですけれども、その解釈はどう

理解したらいいですか。 

 

○岡﨑健康づくり推進課長 阿蘇医療圏に今

ございませんのは、医療のほうのがんを治療

する拠点病院が、圏域ごとに整備をしておる

んですけれども、阿蘇圏域の中に県が指定す

る病院がないということでございます。 

 

○山本伸裕委員 じゃあ、検診については全

市町村に。 

 

○岡﨑健康づくり推進課長 検診は全市町村

が対応しております。 

 

○山本伸裕委員 もう１つ、乳がん検診につ

いては、視診、触診は推奨しないと、マンモ

グラフィーによる検査というようなことを書

いてあるんですけれども、これはがん検診で

マンモグラフィーを使っての検査というのは

実施されるんですか。 

 

○岡﨑健康づくり推進課長 されておりま

す。 

 

○山本伸裕委員 全市町村。 
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○岡﨑健康づくり推進課長 はい。マンモグ

ラフィーで検診をされております。 

 

○山本伸裕委員 はい、わかりました。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○髙島和男委員 歯科保健医療計画について

お尋ねしたいと思うんですが、９ページ、第

３章で、歯及び口腔の健康づくりの推進とい

うことで、ライフステージに応じた推進を掲

げてありますけれども、ちょっと１点だけお

尋ねをしたいのは、昨年、貧困実態調査をさ

れました。いろんな、私どもも知る限りにお

いては、どうしてもやっぱり貧困の御家庭の

お子さんは、家庭の環境あるいは食べ物によ

って虫歯の率というのが非常に多いというよ

うな話もよく耳にするわけでございますけれ

ども、この乳幼児期、学齢期ということに関

して、貧困の家庭のお子さんに関して、何か

特別に考えているというようなことはござい

ませんでしょうか。その有無を教えていただ

きたいと思います。 

 

○岡﨑健康づくり推進課長 その辺の実態に

つきましては、教育委員会のほうも認識され

ておりまして、フッ化物洗口等につきまして

は、そういった全ての子供を対象にして今実

施しておりまして、できるだけ虫歯がないよ

うにやりたいと思っておりますが、あと、個

別に今虫歯が全くない子とたくさんある子の

ちょっと分かれてきておるような状況も聞い

ておりますので、そのあたりは教育委員会と

連携して対策を進めてまいりたいと思ってい

ます。 

 

○髙島和男委員 子ども家庭福祉課のほう

で、済みません、例の実態調査の中で、虫歯

の項目というのは調査はありませんでした

か。 

 

○冨永子ども家庭福祉課長 昨年の生活実態

調査を行いました中の項目の一つに、歯磨き

を行う習慣があるかということをお尋ねしま

した。この対象学年が、小学校５年生と中学

２年生を対象に調査をいたしました。 

 今貧困層と非貧困層でのクロス集計をやっ

ている途中ですけれども、全体の――貧困

層、非貧困層を分けないでいきますと、大体

小学校５年生で５割のお子さんが毎回歯磨き

をしているというような状況でございまし

た。 

 この調査とともに、もう一つの項目は、虫

歯があるのかということと、虫歯の治療をし

ているのかというような状況でもお聞きして

いるというところはございます。ただ、小学

校５年生の状況ですので、先ほどお尋ねの乳

幼児期については、状況がつかめないところ

ではございます。 

 この貧困実態調査といいますか、子供の生

活実態調査を得て、私どもは、歯磨きの状況

についての施策というのを現在のところは考

えておりませんけれども、このお子さんたち

が貧困の状況にある中で、きちんと支援につ

ながるようなネットワークをつなげていきた

いというふうには考えているところでござい

ます。 

 

○髙島和男委員 ぜひ、先ほどもおっしゃっ

たように、教育委員会はもちろんですが、子

ども家庭福祉課とも連携をとりながら、今課

長がおっしゃるように、つないでいただきた

いと思います。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○溝口幸治委員 がん対策推進計画のがんに

なっても自分らしく生きることのできる社会

を実現、３のところの３番ですか、「私のカ
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ルテ」による地域との連携のところで、本体

の計画の42ページを見ると、なかなか「私の

カルテ」も伸び悩んでいるというようなこと

が書いてあるんですけれども、その辺の課題

というか、どういう理由で伸び悩んでいるの

かということをお聞きしたいのと、この「私

のノート」、これも、ほかの拠点病院とかで

もいろいろ提供して使っていくというような

ことがありますけれども、一般の県民向けに

はどうなのかな、どういうふうな活用をされ

ているのかというのが、私も恥ずかしなが

ら、この計画を読むまでは、このことはあん

まりよく知らなかったんですけれども、最

近、やっぱりがんのことって結構いろいろな

ところで話題になって、治療に当たる方の悩

みだとか家族のいろいろな苦しみも含めてあ

るので、県民の方――専門的な医療の方々の

情報共有はある程度進んでいくんでしょうけ

れども、一般県民に対して、この集めたデー

タをどういうふうに活用していくのかという

のが見えてくると、何か「私のノート」とこ

の「私のカルテ」とかというのも、もう尐し

うまいこと普及していくのかなという気がし

たので、ちょっとそのあたりも含めてお答え

をいただきたいと思います。 

 

○岡﨑健康づくり推進課長 「私のカルテ」

につきましては、まず、地域のかかりつけ医

の方と専門医の方が情報を共有する、医療従

事者同士の連携のツールとして、熊本のオリ

ジナルで非常に普及をしておったんですけれ

ども、ある程度症例が進んでいく中で、ちょ

っと伸び悩んできておるというような状況で

ございまして…… 

 

○溝口幸治委員 進んだ中での伸び悩み。 

 

○岡﨑健康づくり推進課長 はい、進んだ中

での――全国的には非常に進んでおる例とい

うふうに聞いております。進んだ中での伸び

悩みでございますので、さらに力を入れてい

くという趣旨でございます。 

 それから、２点目の「私のノート」につき

ましては、御指摘のとおり、まだ――こちら

は実際重い病気にかかった方、患者様が持っ

て、御自分の治療や記録、それから仕事の内

容とか、それを日記みたいな形で、病気に向

き合いながら日常生活を過ごすために患者の

方に配付しております。ただ、こちらもまだ

十分浸透しておりませんので、「私のカル

テ」とあわせて普及をしたいというふうに考

えてございます。 

 

○溝口幸治委員 その症例がたくさん集まっ

て、今ちょっと伸び悩んでいるということだ

そうですけれども、そういった集まった情報

をどう生かしていくのかというのが大事なの

かなと思います。専門医とかかりつけ医がど

う連携をしてその治療に当たっていくのか、

その患者さんにどう対応していくのかという

ことで、まさにがん患者本人あるいは御家族

の方々というのは、いろいろ悩み、苦しみが

ありますので、そういった、何というかな、

この先どうやっていけばいいかという道筋に

なるような、そういうところの情報の使い方

というか、そういうものもぜひ研究してほし

いなということと、そのノートについても、

やっぱりがんになって初めてみんなこういう

ところに気づくんだと思いますので、できる

だけ啓発というか、そういうところに使える

ように工夫をしてほしいというふうに思いま

す。要望でいいです。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○楠本千秋委員 第２編のところ、３ページ

ですけれども、大きなテーマで、生涯を通じ

た健康づくりというのが１つ柱があります。

そこで、３番目の高齢者の健康づくりの推進

で、ロコモティブシンドロームの流れと食を
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通した支援、この辺ちょっと説明をしていた

だきたいなと思います。 

 

○下山認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 ここにロコモティブシンドローム予防の推

進というふうに書いておりますが、まずこの

ロコモティブシンドロームという言葉の認知

度を上げようということで、前期計画で取り

組んでまいりました。今半分を超えておりま

すが、これが８割になるように努めてまいり

たいと思います。 

 これは言葉を知っていただくというより

も、運動器といいますか、器と書く、運動器

の向上ということを常に、平素、高齢者がか

かられる医療機関とかとも共有して認識して

いただき、その活動をふやしていただくため

に、そういった周知をしていきたいと思って

います。 

 この下のポツで書いております、市町村の

通いの場づくりなど、介護予防の支援等もや

っていくということですけれども、こちら、

まさに天草市で先般表彰されました住民主体

の通いの場というのができまして、100カ所

ぐらいできまして、地域の方が主体となって

運動などをやるような機会を設けておりま

す。 

 そういった市町村の取り組みを後押ししま

して、例えばリハの専門職などを本県の地域

リハビリテーション体制なども生かしまして

応援することによって、介護予防活動をもっ

とふやしていきたいというふうに思っており

ます。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○山本伸裕委員 食育のところで、11ペー

ジ、学校等における食育の推進というところ

がありますが、市町村では、食育という観点

からもそうですけれども、給食費補助の塡補

を進めている自治体がふえてきているように

思うんですね。先ほど子供の貧困というお話

もありましたけれども、そういう点からし

て、学校給食費に対する支援というか、そう

いう観点は、この食育の推進の中には、まだ

ないですかね、県としては。という質問なん

ですけれども。 

 

○岡﨑健康づくり推進課長 教育委員会の所

管ではございますが、この計画を策定する中

では、そういった話は今のところまだ出てお

りません。 

 

○山本伸裕委員 わかりました。 

 

○田代国広委員長 いいですか。――なけれ

ば、これで報告事項(1)、(2)の質疑を終了し

ます。 

 次に、報告事項(3)、(4)について、担当課

長から説明をお願いします。 

 

○早田国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 資料の13ページをお願いいたします。 

 第３期熊本県における医療費の見通しに関

する計画について、御説明をいたします。 

 まず、計画策定の目的でございますが、急

速な尐子高齢化等、医療を取り巻くさまざま

な環境が変化する中、国民皆保険を堅持し続

けていくために、住民の生活の質の維持及び

向上を確保しつつ、将来的な医療費が過度に

増大しないよう対策を講じるとともに、良質

かつ適切な医療を効率的に提供する体制を確

保するものでございます。 

 計画の概要でございまして、１の計画の基

本理念でございますが、県民の生活の質の向

上を図るもの、超高齢社会の到来に対応する

ものであることと掲げております。 

 次に、主な記載内容でございます。 

 １、県が取り組むべき施策の柱として、大
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きく３つございます。１つ目の柱が、(1)住

民の健康の保持の推進でございます。 

 ①特定健康診査、特定保健指導の実施率向

上、メタボリックシンドロームの該当者及び

予備群の減尐に向けまして、普及啓発、人材

育成等による実施体制の充実に取り組みま

す。平成35年度の主な目標といたしまして、

特定健康診査の実施率70％以上、特定保健指

導の実施率45％以上としております。 

 ②たばこ対策の推進でございます。 

 たばこの健康への影響に関する知識の普

及、受動喫煙防止対策等に取り組みます。主

な目標といたしましては、未成年者の喫煙率

０％、受動喫煙防止対策の実施率、行政、医

療機関100％などとしております。 

 次に、糖尿病の発症予防、重症化予防の推

進でございます。 

 熊本県糖尿病性腎症重症化予防プログラム

等を活用して取り組んでまいります。主な目

標は、糖尿病性腎症による年間新規透析導入

患者数220人以下としております。 

 ④その他生活習慣病予防のための健康づく

りの推進としまして、地域や職場で健康づく

りに取り組んでまいります。主な目標は、健

康づくりの意識啓発や活動などを実践する企

業、団体であるくまもとスマートライフプロ

ジェクト応援団の数700団体としておりま

す。 

 ⑤予防接種の推進にも取り組んでまいりま

す。目標といたしまして、麻疹風疹混合ワク

チン第２期接種率95％以上としております。 

 続きまして、２つ目の柱でございます、医

療の効率的な提供の推進でございます。 

 ①後発医薬品の使用促進として、普及啓発

に取り組み、目標を後発医薬品の使用割合80

％以上としております。 

 ②医薬品の適正使用の推進を図り、かかり

つけ薬剤師、薬局の普及啓発等に取り組んで

まいります。目標は、かかりつけ薬剤師、か

かりつけ薬局を決めている県民の割合60％以

上でございます。 

 ③病床機能の分化及び連携並びに地域包括

ケアシステムの構築も進めてまいります。そ

のために、医療機関等をネットワークでつな

ぎ、患者情報を共有するくまもとメディカル

ネットワークの推進などに取り組み、目標と

いたしまして、くまもとメディカルネットワ

ークに参加している県民数を、これは34年３

月時点で５万人という目標を掲げておりま

す。 

 (3)で、その他医療費適正化の推進のため

に、県が必要と認める事項にも、しっかりと

取り組んでまいります。 

 ２、計画最終年度、平成35年度でございま

すが、その時点での医療費の見通しでござい

ます。 

 グラフをごらんください。左側に、平成29

年度の医療費の推計を載せております。 

 平成35年度の医療費でございますが、適正

化前、薄いピンクのほうでございます。適正

化に関する取り組みを実施しない場合は、年

間7,939億円と見込んでおりますが、適正化

後、すなわち適正化に関する取り組みを実施

した場合は、年間7,853億円となり、その差

を適正化効果額として85億円を見込んでおり

ます。 

 この医療費の推計値や適正化効果額につき

ましては、国が示しました全国統一の計算式

に従って算出しております。 

 ３といたしまして、県、保険者等、医療の

担い手等及び県民が、この計画の内容や目標

を共有して、これらの取り組みにしっかり取

り組むということにしております。 

 ４の計画の評価でございますが、毎年度、

進捗状況を把握、公表し、36年度に実績評価

を行うこととしております。 

 続きまして、15ページをお願いいたしま

す。 

 熊本県国民健康保険運営方針について御説

明させていただきます。 
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 Ⅰ、方針の概要でございます。 

 平成30年度から、県は、国民健康保険の財

政運営の責任主体として運営の中心的な役割

を担い、市町村は、保険給付、保険料(税)率

の決定、賦課徴収、保健事業等、地域におけ

るきめ細やかな事業を引き続き実施すること

となります。 

 このため、県と市町村が一体となって、国

保の事業運営を共通認識のもとで実施すると

ともに、市町村の事務の広域化や効率化を推

進することができるよう、県と市町村が国保

を共同運営するための統一方針として策定す

るものでございます。 

 主な記載内容でございます。 

 １、国保の医療に要する費用及び財政の見

通しでございます。 

 (1)で、医療費の動向と将来の見通しにつ

いて記載しております。 

 グラフに記載しておりますとおり、今後、

国保の被保険者総数は、平成37年度には44万

6,000人余と減尐していくものの、医療費総

額は、平成37年度には2,111億円と増加する

見込みでございます。 

 (2)財政収支の考え方でございます。 

 市町村は、本来、保険料として徴収すべき

額を徴収できるように、保険料の賦課を行う

ことを、まずは基本としております。 

 また、赤字が発生した市町村は、赤字解消

基本計画を策定し、赤字の計画的、段階的な

解消を進めていくということにしておりま

す。 

 (3)財政安定化基金でございますが、予期

せぬ保険料の収納額の減尐、保険給付費の増

等によりまして財源不足が発生した場合に、

市町村に対する貸付・交付事業、県に対する

貸付事業を、この財政安定化基金を活用して

行うこととしております。 

 次に、２、市町村における保険料の標準的

な算定方法等でございます。 

 まず、(1)で納付金、標準保険料率の算定

方法を定めております。 

 市町村が県に納付金を納めることになりま

すが、その算定におきましては、市町村ごと

に所得水準、医療費水準が異なりますので、

それを反映することとしております。 

 また、県が示しました標準保険料率を参考

に、市町村が保険料率を決定することになり

ますが、その標準保険料率の算定方法を定め

ております。 

 (2)保険料水準の激変緩和措置でございま

す。 

 納付金の仕組みの導入等に伴いまして保険

料水準が急激に上昇する場合、その急激な上

昇を抑えるために激変緩和措置を実施いたし

ます。 

 あわせて、(3)で、将来の保険料水準の統

一を見据え、市町村間の保険料水準の平準化

を図る観点から、納付金の仕組みの導入等に

伴い、保険料水準が一定の減尐率以上に低下

する場合、財政調整を行うこととしておりま

す。 

 (4)保険料水準の統一の考え方でございま

す。 

 将来的な保険料水準の統一を目指すことと

しておりまして、保険料水準の激変緩和措置

への特例基金の活用終了後の平成36年度時点

におきまして、医療費や保険料の水準などの

状況を踏まえまして、統一に向けた達成時期

について、改めて検討を行うこととしており

ます。 

 ３、市町村における保険料の徴収の適正な

実施でございます。 

 目標収納率を達成した市町村への特別交付

金の措置、研修、広報等の実施によりまし

て、しっかりと取り組みを進めてまいりま

す。 

 ４、市町村における保険給付の適正な実施

でございます。 

 県による保険給付の点検、事後調整やレセ

プト点検の充実強化に取り組んでまいりま
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す。 

 ５、医療費の適正化の取り組みでございま

す。 

 市町村の取り組みに応じた特別交付金の措

置などの取り組みをしっかりと進めてまいり

ます。 

 ６、市町村が担う事務の広域的及び効率的

な運営の推進でございます。 

 被保険者証と高齢受給者証の一体化、葬祭

費の支給金額の統一等、標準化や効率化等を

進めてまいります。 

 一番下の参考のところをごらんください。 

 この運営方針を踏まえまして、平成30年２

月議会におきまして、国保事業費納付金等に

関する条例案を提案させていただくこととし

ております。 

 続きまして、17ページをお願いいたしま

す。 

 関連いたしまして、平成30年度の標準保険

料率の本算定の算定状況を御報告いたしま

す。 

 現在、市町村データの最終的な精査中でご

ざいまして、途中経過でございますが、平成

30年度、県平均１人当たりの保険料は約８万

8,000円となる見込みでございます。平成28

年度の保険料８万4,344円と比べまして、

4,000円弱、単年の伸び率で2.2％ほど増加す

る見込みでございます。 

 平成28年度に比べまして保険料が上がる主

な理由は、アの医療費の伸びでございます。

また、市町村ごとに見た場合、この医療費の

伸びに加えまして、イ、医療費や所得の水準

が高い市町村、それから、ウ、過去の交付金

の精算で返還金が生じた市町村は、返還額が

保険料に上乗せされることとなりますので、

それも増加の理由となっております。 

 なお、保険料が一定の割合を超えて変動す

る市町村に対しましては、激変緩和措置を行

っております。現在、御要望がありました市

町村には、個別に市町村にお伺いして、市町

村長さん方に御説明を行っているところでご

ざいます。 

 現在、まだ途中経過でございまして、市町

村ごとの本算定結果が確定いたしました際に

は、委員の皆様方には、また御報告をさせて

いただきます。 

 以上で報告を終わります。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑ありませんか。 

 

○髙島和男委員 医療費の見通しに関する計

画の策定、13ページでございます。 

 県が取り組むべき施策ということで、たば

こ対策の推進の説明がございました。受動喫

煙防止対策ということで、こちらの素案の資

料を見ますと、取り組み状況が記してあるん

ですけれども、具体的にどういった取り組み

が行われているのか、教えていただきたいと

思います。 

 

○岡﨑健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 受動喫煙防止対策につきましては、現在、

公共施設、それから飲食店、事業所等につい

て、毎年調査を実施しておりまして、その中

で受動喫煙防止の取り組みを啓発といいます

か、そういったことをやってございます。そ

れから、あわせて一般の方に向けましては、

たばこ自体の健康への影響についての知識の

普及、そういったことに取り組んでおるとこ

ろでございます。 

 

○髙島和男委員 といいますと、より突っ込

んで聞きますと、事業所内あるいは飲食店、

宿泊施設の中での喫煙はだめですよと、禁煙

を進めているということで理解していいんで

しょうか。 
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○岡﨑健康づくり推進課長 これにつきまし

ては、厚生労働省のほうで法案を今つくられ

ているところでございまして、その法案に沿

って対応していきたいと思っておりまして、

禁止してくださいとか、そこまでは現状では

言っておりません。 

 

○髙島和男委員 私は、ちなみにたばこは吸

わないんですけれども、喫煙をされる方々か

らすると、最近、非常にやっぱり喫煙者に対

する風当たりというか、非喫煙者の御意向が

余りにも尊重され過ぎているんじゃないか

と、異様ではないかといった苦情といいます

か、悲鳴といいますか、よく耳にします。 

 これは、御案内のように、熊本市は、たば

こ税というのは年間約50億円入っております

し、それぞれの自治体においては貴重な財源

だと思っております。ですから、私は、もち

ろん今おっしゃったように、国の方針が決ま

ってからということで付随する話だろうと思

うんですけれども、ぜひ、これは非喫煙者の

お気持ちというか、気持ちよくやっぱり納税

していただくような取り組みも大事なんじゃ

ないかと。 

 コマーシャルじゃありませんけれども、我

々は、やっぱり吸わない人間からすると、た

ばこの煙というのは決して心地よいものでは

ありません。しかしながら、やっぱり吸う人

も吸わない人もというような社会、多様性を

認めるというのを一方では言うわけですか

ら、私は、ぜひそういった社会をつくってい

くべきだろうと思いますし、私は、非喫煙者

も大事ですけれども、喫煙者の気持ちもぜひ

酌んでいただいた施策というものを、ぜひ考

えていただきたいと思います。要望です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○山本伸裕委員 15ページの３番の市町村に

おける保険料徴収の適正な実施というところ

ですけれども、これは前の方針の文書では、

たしか被保険者の人口ごとの何か目標徴収率

みたいな一覧が出ていたように思うんですけ

れども、それに基づいて、例えば徴収率が低

いところに対する、例えば交付金を減らすと

か、そういったことは想定されているんです

か。 

 

○早田国保・高齢者医療課長 目標収納率の

設定というのを行っておりまして、熊本県の

場合は、収納率が全国平均に比べて低いとい

うこともございますので、今おっしゃいまし

たとおり、市町村別というか、市町村の被保

険者数ごとに、大体1,000人単位ぐらいごと

に――どうしても大都市と小さい市町村では

収納率が異なりますので、細かに分けて収納

率を設定していると。これは国の交付金の制

度ではございませんで、県の特別調整交付金

の中でそのようなことをしておりまして、達

成した場合に、インセンティブとして特別交

付金をプラスして差し上げるというような形

をとっております。 

 

○山本伸裕委員 やっぱり必然的に市町村

は、かなり徴収強化というか、そういう方向

に向かわざるを得ないと思うんですね。それ

で、かなりいろんなところで問題になってい

るんですよ、生活必需品が差し押さえられた

りとか。ここの文書の中に書くかどうかは別

としてなんですけれども、やっぱり被保険者

の実情に応じて納税の相談であるとか、強権

的な取り立てはしないとか、そういったこと

に対しての市町村への指導なんかも必要じゃ

ないかというふうに思っております。これは

要望なんですけど。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○楠本千秋委員 この医療費の見直しに関す
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るということ、簡単に言えば、医療費の伸び

を抑えるというふうに捉えてよろしいんです

かね。 

 そこで、この一般質問をしましたけれど

も、天草市ではポイント制をやっていまし

て、３年目になって、３年目の去年が３千数

百名の方がチャレンジされていますけれど

も、まだ結果はできておりませんけれども、

その前の年の結果でも、その完走というか、

1,000ポイントをクリアした人の前年度の医

療費と比べたら、４万3,000円安くなったん

だというのを、まず広報でお知らせしてあり

ます。 

 そういう、ある意味では積極的なやつをし

ないと、ただ、きょう、今説明をいっぱい聞

きましたけれども、本当に何か受け身的な、

これをやってもらったら、喫煙者が減った

ら、あるいはメタボリックシンドロームのど

うのという、何かそれも絶対必要ですけれど

も、もっと、何というんですかね、国保・高

齢者医療課ばっかりじゃなくして、福祉のあ

るいは教育委員会も含めたところ、あるいは

県全体で、そういう何か積極的な対策もいい

んじゃないかなと。 

 例えば、天草市が、2,000人クリアする

と、5,000円ですから、1,000万円の負担をす

るわけですけれども、しかし、それ全部が全

部４万3,000円ではないでしょうけれども、

しかし、間違いなく医療費として減になる。

それは、ポイントを稼ぐという言い方は悪い

けれども、週１ぐらいでは稼げないんです

よ。せめて２日に１遍そういう取り組みをし

ないとポイントはもらえないという制度なも

のですからね。だから、当然、１年、２年続

けると、もうたばこもやめるよとか、あるい

はメタボリックシンドロームとか減ってきた

よとかも、これも逆にそういうのにつなが

る。要は、健康づくりというか、運動ばかり

がポイントじゃないんですけれども、でも、

これも一つの大きな何か取り組みじゃないか

なというように思っているし、県のほうで

も、各市町村へのそういう普及を図っていた

だくようなお話ですけれども、何かそういう

のを、話を聞きながら、今まで体験をしなが

ら強く感じましたので、何かあればお話しし

ていただければと思いますけれども。 

 

○岡﨑健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 委員御指摘のとおり、健康づくりにつきま

しては、冒頭に保健医療計画、それからヘル

スプランのところでも申し上げましたが、健

康づくりを重点施策として取り組むこととし

ておりまして、現在進めておりますくまもと

スマートライフプロジェクト、これをさらに

推進することとしております。 

 天草市につきましては、県内の中でも一番

熱心に取り組んでいただいている団体でござ

いまして、そちらの成功事例を他の市町村に

も普及していきたいと考えております。 

 

○楠本千秋委員 お願いします。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○鎌田聡委員 国民健康保険の15ページです

けれども、保険給付の適正な、４番ですね、

レセプト点検の充実強化ということで記載を

されておりますけれども、これは市町村ごと

で、今はそれぞれやっているんですかね。こ

れをどういうふうにやっていくのか。 

 

○早田国保・高齢者医療課長 レセプト点検

は、現在、１次点検を国保連のほうで実施さ

れていまして、２次点検を市町村で行うとい

う形になっております。 

 この充実強化といいますのは、市町村でさ

れているので、非常に市町村ごとにそれぞれ

体制が異なったりとかしておりますし、専門

的知識のやっぱり差というのもございますの
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で、県として、まずはレセプト点検実施計画

を市町村のほうに策定していただきまして、

計画的に実施していただくと。それともう一

つは、レセプト点検員さんの研修等に取り組

むということで、充実強化というふうに記載

しております。 

 

○鎌田聡委員 昔、私も何か質問で言った経

験があるんですけれども、それぞれの点検を

する人によって、尐しそういったところがま

ちまちになっていった経緯もあったんじゃな

いかなと思いますけれども、そういったとこ

ろも含めて、今回、県でこういった運営責任

を持っていくわけですから、しっかりとそこ

を、公平感というか、そこをやっていくとい

う、研修を充実させていくという理解でよろ

しいですかね。 

 

○早田国保・高齢者医療課長 はい、そうで

ございます。しっかり取り組んでまいりたい

と思っております。 

 

○鎌田聡委員 よろしくお願いします。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○山本伸裕委員 17ページ、国保のお話です

けれども、この初年度といいますか、平成30

年度に関しては、保険料が上がらないように

というような方向が、かなりちょっと言われ

てきているかと思うんですけれども、県から

市町村に対して、一般会計の繰り入れやって

でも上がらないようにしてくれとか、そうい

うような指導みたいなのはあるんでしょう

か。 

 

○早田国保・高齢者医療課長 国のほうから

も、この制度改正に伴って、急激な変化がな

いように、円滑に進めるようにという話はあ

っております。そのために公費も入っている

わけでございまして、今のところ単年平均で

2.2％上がるとなっておりますが、これは、

医療費の伸びだけだともうちょっと上がるん

ですけれども、公費が入ることによってこれ

だけ抑えられているという現状がまずござい

ます。 

 法定外繰り入れ等につきましては、基本的

にはもう法定外繰り入れはしないというか、

そういう方向であることに国も変わりはござ

いませんし、そういった法定外繰り入れをす

るという、赤字が出ている市町村に関しまし

ては、赤字解消基本計画を策定していただき

まして、計画的、段階的に削減していただく

というふうにしておりますので、県として、

法定外繰り入れを絶対しないようにしてくだ

さいというようなことは、今のところは申し

上げてはおりません。最終的には市町村の判

断にはなるかと思いますが、できるだけしな

いような方向でというような国の方針に沿っ

てはお伝えはしております。 

 

○山本伸裕委員 むしろ国のほうから市町村

に配慮してくれというような意向が伝えられ

ているように思うので、むしろ市町村は、一

般会計繰り入れしてでも前年度よりも上がら

ぬようにしてくれというようなことなのかな

というふうに私はとったんですけれども、そ

うじゃないんですか。 

 

○早田国保・高齢者医療課長 おっしゃると

おり、国のほうが、最初は法定外繰り入れと

いうのはやはりせずに、基本保険料で賄うと

いう、基本的なスタンスに立っていることは

間違いございません。ただ、制度改革に伴っ

て保険料が非常に上がってしまうと混乱を招

くというところもございましたので、そこは

円滑にスタートさせてほしいという意向も確

かにございます。 

 そういったことも含めまして、激変緩和措

置などを実施いたしまして、自然増以上に上
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がるようなところがないような状態に、熊本

県では現在行っているところでございます。 

 

○山本伸裕委員 激変緩和をやってもなお上

がるところについては、市町村で配慮してく

れというようなことが書いてあったと思うん

ですよね。だから、恐らく尐なくとも来年度

は上げませんよという市町村が結構出てくる

と思う――そこが大勢になってくるんじゃな

いかなと思っているんですけれども、ただ、

やっぱりその場合に、市町村にとって大変な

負担になることは間違いないですから、激変

緩和といっても、行く行くはだんだんだんだ

ん緩和がそれこそ小さくなっていくでしょう

から、そういう点では、ちょっと県として

も、国に対しても、制度のそもそもの問題点

があるんじゃないかというようなことも言っ

てもらいたいし、県としても、市町村に対す

る支援策みたいなものは検討すべきじゃない

かなというふうに思っているところです。こ

れは要望でいいです。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

なければ、これで報告事項(3)、(4)の質疑

を終了いたします。 

 次に、報告事項(5)について、担当課長か

ら説明をお願いいたします。できるだけ簡潔

にお願いします。 

 

○谷口高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 報告事項５番、第７期熊本県高齢者福祉計

画・介護保険事業支援計画の策定について御

報告を申し上げます。 

 資料のほうは19ページのほうをお開きいた

だきたいと思います。 

 第７期熊本県高齢者福祉計画・介護保険事

業支援計画案の概要の資料について説明をさ

せていただきます。 

 計画の趣旨でございますが、本計画は、老

人福祉法に基づく高齢者福祉計画及び介護保

険法に基づきます介護保険事業支援計画を一

体化したものとして策定をしております。市

町村が現在同様の計画を策定中でございます

が、そちらの計画との整合性も図るものとし

て、また、その計画で定める取り組み等を支

援する性格も有しておるところでございま

す。 

 上のほうの大きな左から右にかけての矢印

をごらんいただきますと、この計画は３年ご

とに見直しを行っておりまして、今回は次期

の第７期計画を策定するものでございます。 

 現在の６期計画に引き続きまして、次期計

画におきましても、2025年を見据えまして、

地域包括ケアシステムを構築していくことを

目指しております。 

 ７期計画の策定に当たり、考慮すべき事項

としまして、左上のほうの四角囲みに４項目

書いてございます。 

 ６期計画を推進する中での課題や、熊本地

震、県の高齢者施策の今後の方向性、介護保

険法の改正など、計画策定において考慮すべ

き事項を掲載しております。 

 また、その右のほうに、これらの課題を踏

まえまして、今回策定する計画の目指す姿等

を記載をしております。 

 計画の目指す姿といたしましては、「高齢

者が健やかに暮らし、いきいきと活躍できる

“長寿で輝く”くまもと」としまして、趣旨

としましては、全ての高齢者が、暮らしたい

と思う地域、場所で、快適かつ安全、安心

に、生きがいと社会参加の機会を持ちなが

ら、自立して長寿を全うすることのできる熊

本を目指すとしております。 

 その下の①基本理念でございますが、これ

につきましては、現在の計画に、平成28年の

熊本地震からの復旧、復興を加えておりま

す。 

 計画期間につきましては、30年度から32年

度までの３年間でございます。 
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 ③の関連計画でございますが、これにつき

ましては、そちらに記載の計画との整合、調

和を図ることとしております。 

 その下の④の重点目標でございますが、現

下の課題等も踏まえまして、生涯現役社会の

実現や地域包括ケアシステムの構築の加速化

に向け、高齢者の就労促進、自立支援、医療

と介護の連携等を推進するとしております。 

 ⑤の高齢者福祉圏域でございますが、これ

につきましては、保健医療計画等との整合性

も図りまして、今回、熊本・上益城圏域を統

合し、10圏域としているところでございま

す。 

 その資料の真ん中より下のほうに大きな四

角囲みの表がございますが、今回の計画を策

定するに当たりまして、まず重点分野を定め

ております。 

 重点分野につきましては、(1)から(5)まで

の重点分野を定めておるところでございまし

て、さらにその重点分野ごとに主要施策、個

別施策を定めておるところでございます。主

要施策につきましては、丸囲みの数字で表示

をしておるところでございます。 

 それでは、重点分野ごとに主要施策、個別

施策を、重点的に取り組む施策を中心に御説

明をさせていただきます。 

 まず、重点分野の１点目、生涯現役社会の

実現・自立支援の推進等の中では、①と③、

④、⑤の主要施策等に重点的に取り組んでま

いりたいというふうに考えております。 

 まず、①高齢者の生きがい就労の促進につ

きましては、高齢者の希望、能力に応じた多

様な就労を促進する取り組みとして、現在、

県とシルバー人材センター等就労あっせん機

関、また、事業者団体等で、昨年11月に県生

涯現役促進地域連携協議会を設置しておりま

すが、当協議会と連携をしまして、雇用者や

高齢者向けのセミナー開催による啓発、ま

た、高齢者のスキルアップ支援等を実施した

いと考えております。 

 続きまして、③の地域リハビリテーション

体制を生かした自立支援の強化についてでご

ざいますが、県では、現在、県医師会に事務

局を置きます県地域リハビリテーション支援

センター及び県内18カ所のリハビリ等専門病

院等に設置しております広域支援センターに

よる体制を構築をしております。さらに、昨

年度から、地域密着型のセンターを設置、拡

充を図っておりますが、これらセンターの理

学療法士等の専門職が、市町村の介護予防活

動や住民啓発活動へ関与するための支援を行

ってまいります。 

 次の④地域包括支援センター等の自立支援

ケアマネジメント機能等の強化についてでご

ざいますが、これにつきましては、市町村や

地域包括支援センターが行います地域ケア会

議の機能の充実や自立支援のケアマネジメン

トが適切に行われるよう、実務者や管理者の

スキルアップ研修を行ってまいります。 

 また、医療、介護に関する多職種、すなわ

ち介護支援専門員、歯科従事者、作業療法士

等が連携をしまして、高齢者の自立支援に取

り組むための研修を行い、意識の醸成を図っ

てまいります。 

 ⑤の高齢者の自立のための介護予防の展

開、生活支援サービスの充実につきまして

は、市町村が、介護予防・日常生活支援総合

事業においてサービスの充実が図られるよ

う、各種情報提供を行いますとともに、民間

団体等の多様な主体によるサービスの立ち上

げ支援を推進いたします。 

 また、活動と参加による介護予防の推進と

いたしましては、住みなれた身近な場所で継

続的に介護予防のさまざまな取り組みに参加

できるよう、地域住民が運営する通いの場の

普及拡大を全市町村で進めてまいります。 

 続きまして、重点分野の２つ目、認知症に

対応する体制の構築といたしましては、①か

ら③を重点的に取り組んでまいりたいと考え

ております。 
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 ①の医療体制の整備につきましては、認知

症医療・介護体制として、本県は認知症専門

医療の分野においては、県独自の２層構造に

よる体制を県内全域に整備をしております

が、さらに、かかりつけ医、介護サービス事

業所等が連携をする３層構造による認知症医

療・介護体制の充実を図ってまいります。 

 また、専門医以外の身近な医療機関におけ

る認知症診療技能の向上にも取り組んでまい

ります。 

 さらに、認知症の方が入院する一般病院に

おいて、認知症の治療が適切に行われるよ

う、専門医療機関による一般病院の支援を推

進いたします。 

 次の②の介護体制の整備につきましては、

認知症の人の尊厳を守り、質の高い介護が提

供されるよう、介護サービス事業所等の従事

者や施設管理者等を対象としました階層的な

認知症介護研修を実施いたします。 

 また、若年性認知症の人と家族の支援とし

まして、介護サービス事業所等が認知症の人

を受け入れ、居場所づくりに寄与できるよう

促してまいります。 

 ③の地域支援体制の整備につきましては、

本県は、認知症サポーターの養成が人口比で

全国１位を８年間維持しておりますが、今後

の課題としまして、認知症サポーターが実際

に見守り活動や認知症カフェの集いに参加す

るなど、実際に活躍することを重視した養成

を行ってまいります。 

 また、認知症の人と家族に対する相談、交

流の場の提供といたしましては、現在、相談

実績が上がっております認知症コールセンタ

ーをさらに積極的に周知するとともに、認知

症の人が集い、発信するための取り組みを推

進してまいります。 

 次は、重点分野の３点目でございますが、

医療介護の連携・在宅医療基盤の充実の中で

は、①と②に重点的に取り組んでまいりま

す。 

 ①の在宅医療と介護、生活支援サービスの

一体的な提供体制の構築につきましては、高

齢者ができるだけ住みなれた地域の自宅や特

養、高齢者向け住宅といった多様な住まいで

医療、介護サービスを受けながら生活できる

よう、地域資源等の実情に応じた提供体制の

整備を進めてまいります。 

 また、入院患者の退院支援に、多職種が連

携をして取り組む仕組みを普及をさせます。 

 また、みとりが可能な体制づくりにつきま

しては、医療、介護の専門職の人材育成や県

民がサービスの選択がしやすいような情報提

供を行うほか、周知啓発を強化をしてまいり

ます。 

 次の②の訪問診療・訪問看護等の在宅医療

基盤の充実としましては、日常の療養支援、

急変時の対応につきまして、複数の医療機

関、訪問看護ステーションによる連携体制を

整備をしてまいります。 

 また、在宅医療を提供します医療機関等を

登録し、県民へ周知しますとともに、サービ

スの内容に関する情報提供も行ってまいりま

す。 

 次は、(4)の重点分野４点目、住まい・サ

ービス基盤の整備・活用につきましては、①

から⑥までの主要施策、個別施策を、次期計

画においても引き続き推進をしてまいりま

す。 

 その中で、①の多様なサービスの整備促進

につきましては、地域密着型の特別養護老人

ホームや認知症高齢者グループホーム、小規

模多機能型居宅介護事業所など、地域密着型

の施設、居住系サービス事業所を中心に整備

を進めてまいります。 

 続きまして、重点分野の５点目でございま

すが、介護人材の確保、介護サービスの質の

確保につきましては、その中で①の多様な介

護人材の確保、定着促進について、重点的に

取り組んでまいりたいと考えております。 

 その中で、１ポツ目の福祉人材・研修セン
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ターによる取り組みとしまして、介護福祉士

等の届け出制度を活用した潜在的有資格者の

掘り起こしや若者への介護職の魅力啓発、介

護福祉士等の修学資金の貸し付けを行ってま

いります。 

 また、５ポツ目の介護職員の処遇改善の推

進としましては、介護サービス事業所等にお

けます介護報酬の処遇改善加算の取得促進の

支援を行ってまいります。 

 また、８ポツ目の介護現場における職員の

負担軽減の推進としまして、介護現場への介

護ロボットの導入や介護アシスタントの導入

等への支援を行ってまいります。 

 また、最後の10ポツ目でございますが、介

護の仕事のイメージ改善のための広報、啓発

等にも、引き続き取り組んでまいります。 

 以上が資料の説明でございますが、今回の

計画に盛り込む予定の介護サービスの見込み

量につきましては、市町村の積み上げによる

ものを介護サービス等の種別ごとあるいは圏

域ごとに掲載をすることとしておりますが、

現時点では、市町村において集計作業中であ

るため、掲載ができておりません。 

 今後、次の２月議会では、最終計画案を報

告をさせていただく予定でございますが、そ

の際は、サービスの見込み量についても数値

を掲載をさせていただく予定で作業を進めて

おりますので、御了承をいただきたいと思い

ます。 

 高齢者支援課の説明は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑ありませんか。――なければ、これで

報告事項５の質疑を終了したいと思います。 

 ここで、昼食の時間のため、休憩をしたい

と思います。 

  午前11時58分休憩 

     ――――――――――――――― 

 午後０時44分開議 

○田代国広委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 次に、報告事項(6)、(7)について、担当課

長から説明をお願いします。 

 

○奥山障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 障がい者支援課からは、報告事項(6)及び

(7)について御報告いたします。(6)では、２

本の計画をまとめて説明させていただきま

す。 

 初めに、資料21ページの資料をお願いいた

します。 

 第５期熊本県障がい者計画の中間見直しに

ついて御説明させていただきます。 

 資料の上に記載しております米印をお願い

します。 

 障害者計画は、障害者基本法に基づき、本

県における障害者施策に関する基本的な計画

として作成し、現在の計画期間は平成27年度

から32年度までの６年間としております。計

画の３年目に当たる平成29年度に中間見直し

を行うこととしており、今回見直し案を作成

したところでございます。 

 資料の左側の部分に、現行の計画の構成を

示しております。１の計画の基本的な考え方

から、２、３、４の流れで構成されておりま

す。 

 今回の中間見直しの方針としては、１の基

本的な考え方は、現行の計画のものを踏襲し

た上で、２から４のそれぞれについて、基本

的な構成は変えずに、計画策定後に生じた新

たな課題や施策の内容を追加記載していくと

いう形で見直しを行っております。 

 ２の障害者を取り巻く現状と課題に追加記

載した内容について説明いたします。 

 平成28年熊本地震の発生に関しては、障害

のある方のそれぞれの特性に応じた避難支援
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が必要であったことや、避難所において生じ

た課題、被災者の心のケアの必要性等につい

て追加記載しております。 

 また、平成28年７月に生じた相模原市の障

害者支援施設における事件を踏まえ、さまざ

まな差別による障壁を取り除く取り組みや、

精神科の措置入院者の退院後支援、障害者福

祉施設の入所者の安全確保の必要性等につい

て追加記載しております。 

 そのほか、国の制度改正の内容や障害当事

者団体等との意見交換会などからいただいた

意見について追加記載しております。 

 ３の分野別施策に追加記載した事項につい

て説明いたします。 

 平成28年熊本地震等を踏まえた安心・安全

施策の充実として、避難行動要支援者に対す

る避難支援計画の市町村への策定支援や、障

害の特性に応じた支援のために必要な避難所

及び福祉避難所運営マニュアルの作成を追記

しております。 

 また、避難所に障害者に配慮した物資や福

祉避難スペースが確保されるよう支援するほ

か、災害派遣チームの研修や訓練、熊本ここ

ろのケアセンターによる心のケア、障害者福

祉施設等の復旧等の施策を追加記載しており

ます。 

 ②の相模原事件等を踏まえた差別解消及び

権利擁護の推進として、県民の心のバリアフ

リーの推進や、昨年８月から県で配付してい

るヘルプカードの普及啓発、行政機関におけ

る障害のある人への合理的配慮の推進等の施

策を追加記載しております。 

 ③地域生活支援施策の充実として、障害の

ある人を初め、誰もが住みなれた地域で安心

して暮らせるくまもと暮らし安心システムの

実現や精神障害にも対応した地域包括ケアシ

ステムの構築、障害のある人の意思が適切に

反映された生活が送れるよう、意思決定支援

の取り組みの充実、身近な地域で発達障害の

診療ができるようにするための医療体制の整

備、医療的ケアが必要な障害児や重症心身障

害児が地域で安心して暮らせるよう支援する

施策等を追加記載しております。 

 このほか、精神医療連携体制の構築や自殺

対策の推進、歯科疾患の予防及び口腔機能の

維持向上、福祉と農業の連携による就労支

援、在宅障害者の就労支援、手話言語条例の

制定に向けた検討などを記載しております。 

 ４の数値目標について御説明いたします。 

 現計画では35項目の数値目標を設定してお

りましたが、現段階における達成率が高いも

のや新しい施策について新たな数値目標を設

定しており、見直し後は39項目となっており

ます。 

 例えば、障害者等用駐車場であるハートフ

ルパスの駐車場についての協力施設数を、当

初の1,900施設から2,200施設に見直すなど上

方修正したほか、県内の自殺死亡率や発達障

害を診察できる医療体制が整備された圏域数

等について、新たに目標数を設定しておりま

す。 

 続きまして、23ページをお願いいたしま

す。 

 第５期熊本県障がい福祉計画、第１期熊本

県障がい児福祉計画の作成について御説明さ

せていただきます。 

 まず、第１章に、計画の趣旨や位置づけを

記載しております。 

 障害福祉計画は、障害者総合支援法及び児

童福祉法で県と市町村に策定が義務づけられ

ており、障害福祉サービスの提供体制の確保

を図るための実施計画として位置づけられて

おります。計画期間は、平成30から32年度の

３年間になります。 

 第２章では、国の基本指針に沿って、全て

の障害者、障害児が可能な限り身近な地域に

おいて必要な支援を受けられることができる

ように、基本理念及び基本的な考え方を定め

ております。 

 また、障害保健福祉圏域については、第４
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期では11圏域としておりましたが、熊本県保

健医療計画に定める２次保健医療圏域が熊本

と上益城圏域を統合したことに伴いまして、

10圏域として設定しております。 

 第４章では、本計画の主要な目標となる成

果目標を定めております。 

 成果目標は５項目ありまして、まず１つ目

が、福祉施設入所者の地域生活への移行とい

うことで、施設入所者の地域生活への移行者

数の増加や施設入所者数の減尐に関する目標

を、第４期計画に引き続いて設定しておりま

す。 

 次に、精神障害にも対応した地域包括ケア

システムについてですが、精神科病院におけ

る長期入院患者数や早期退院率の目標に加え

て、今回、新たに精神障害者が地域の一員と

して安心して暮らすことができるように、圏

域ごとに関係者による協議の場を設置するこ

とを目標として設定しています。 

 また、３の地域生活支援拠点等の整備につ

いては、障害者の高齢化、重度化や親亡き後

を見据えて、障害者の地域生活を支援する拠

点である地域生活支援拠点を圏域ごとに整備

するという目標を設定しております。 

 次に、４の福祉施設から一般就労への移行

等については、障害者の一般就労支援を進め

る観点から、就労移行支援事業に関する目標

を設定しております。加えて、平成30年度か

ら新たに始まる就労定着支援事業について、

職場定着率の目標を設定しております。 

 最後に、５の障害児支援の提供体制の整備

等についてですが、障害者福祉計画の策定が

今回から新たに義務づけられたことを受け、

障害児に関する成果目標を設定しておりま

す。 

 具体的には、地域における児童発達支援の

拠点となるセンターの整備や重症心身障害児

や医療的ケア児など、特別な支援が必要な障

害児に対する支援体制の整備に関する目標を

定めております。 

 続きまして、第５章ですが、県計画におけ

るサービスの必要量を定めております。 

 これは、市町村計画における数値を積み上

げた数字とすることとされており、各市町村

において障害者や家族のニーズ、現在の利用

者数、今後の地域移行者数の見込みなどを総

合的に勘案して算定した数字となっておりま

す。 

 １の障害福祉サービスと２の障害児支援等

の必要量について記載がございますが、いず

れも、入所系サービス以外は、平成29年度の

実績から、利用量、利用人数ともに増加して

いく見込みでございます。 

 なお、現在、市町村計画が同時並行で作成

中であり、記入されている数字は暫定値とな

っております。最終値が確定するのは３月と

なってまいります。 

 また、米印がついております１の②、⑥、

⑦と２の①、③のサービスについては、障害

者総合支援法及び児童福祉法に基づき、サー

ビス料の上限規制がかかることになります。

県がこれらのサービス事業所の新規指定をす

る際には、原則として市町村が計画で定めた

サービスの必要量を超えない範囲で指定する

こととなります。 

 障害者計画及び障害児福祉計画については

以上でございます。 

 続きまして、25ページをお願いいたしま

す。 

 第２期熊本県自殺対策推進計画について御

説明させていただきます。 

 まず、第１章の計画の概要ですが、今回、

県の第１期計画の終了と国の自殺対策基本法

及び自殺総合対策大綱の見直しに伴い、第２

期計画として策定するものです。 

 県の自殺対策の指針として、計画的かつ効

果的に自殺対策を実施するための計画として

おります。計画の期間は、国の大綱の期間に

合わせて設定しており、平成29年度から平成

34年度までの６年間の計画としております。 
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 次に、第２章の熊本県における自殺の現状

についてですが、平成25年に400人を下回っ

たものの、近年はほぼ横ばいであること、全

国で見た場合、自殺者数及び自殺死亡率が平

均より高いこと、50歳代、60歳代の男性の自

殺者数の割合が高いこと、自殺の原因とし

て、健康問題による自殺が多いことを記載し

ております。 

 続きまして、３章の自殺対策の方向性につ

いてですが、基本理念は、「誰も自殺に追い

込まれることのない「支え合う熊本」の実現

を目指す」としております。 

 これを達成するための目標として、国は、

10年後に30％引き下げるということを目標に

しておりますが、本県では、10年後に全国平

均並みに下がることを目指しまして、国の目

標を上回る34.7％以上減尐させることとして

おります。 

 次に、計画の基本的な考え方ですが、自殺

の現状に関する基本認識として、自殺の多く

は追い込まれた末の死であること、自殺者数

は減尐傾向にあるが、依然として憂慮すべき

事態が続いていること、熊本地震後の心のケ

アが必要であることを記載しております。 

 取り組みについての考え方については、国

の理念をベースとしながら、熊本地震を踏ま

え、６項目設定しております。 

 次に、右側をお願いいたします。 

 第４章の自殺対策の取り組みですが、施策

体系は11の柱立てでまとめております。 

 新たに、近年の全国の状況や熊本地震を踏

まえて、８、子供・若者の自殺対策の推進、

９、雇用対策及び勤務問題による自殺対策の

推進、10、熊本地震被災者の自殺を防ぐとい

う項目を設定しております。 

 また、重点的に取り組む項目にマル重と印

をつけておりますが、例えば２の人材育成に

ついては、自殺予防に重要な役割を担うゲー

トキーパーの養成を、特に自殺死亡率が高い

地域に対する対策の一つとして重点的に取り

組むこととしております。 

 また、４の適切な精神科医療を受けられる

仕組みづくりとして、事前段階に特に鬱病に

なる方が多いことから、多様な精神疾患等に

対応できる体制構築やアルコール依存症対策

なども重点項目にしております。 

 ６の自殺未遂者に対しては、救急医療で救

命された自殺未遂者を適切な精神科医療につ

なげる、くまもと自殺予防医療サポートネッ

トワークの取り組みを推進していきます。 

 ８の子供、若者に対しては、ＳＮＳ等の適

切な利用など、ＳＯＳの出し方に関する教育

の推進を重点課題としております。 

 10の熊本地震被災者の自殺を防ぐために

は、被災者の心のケアに中長期的にしっかり

と取り組む必要があることから、重点項目と

しております。 

 最後に、11の体制づくりとして、自殺対策

基本法の改正により、新たに平成30年度まで

に市町村ごとに自殺対策計画を策定すること

となっており、県としても、市町村の計画策

定や自殺対策の取り組みについて支援してい

くことを記載しております。 

 第５章、推進体制として、県、市町村、関

係機関、民間団体等から成る自殺対策連絡協

議会を中核として、計画の進捗状況や効果の

検証等を行いながら、自殺対策を推進してい

きます。 

 障がい者支援課からは以上となります。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑ありませんか。――質疑ありません

か。 

 

○山本伸裕委員 23ページの活動指標で、発

達障害者等に対する支援というのがあります

が、障害児支援は、中心的には重度の障害児
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が意識的に行われているかと思うんですけれ

ども、特に軽度の発達障害であるとか、ある

いは学習障害と言われるような児童であると

か、そういったところに対する支援のあり方

とか、この活動指標というところに区分され

ているのがよくわからないんですけれども、

どういうような考え方で位置づけられている

のかというのを教えていただければと思いま

す。 

 

○奥山障がい者支援課長 活動指標について

は、発達障害に関する、例えば相談の件数で

すとか、そういったものを指標として取り入

れております。現在、発達障害者支援センタ

ーなどにおいて、発達障害を持つ御家庭の親

や子供等の相談を受け付けております。 

 発達障害に関しては、早期発見、そして早

期療育につなげることが重要だと思っており

ますので、そういった相談をしっかりと対応

していくこと、あるいは地域における療育機

関において、発達障害の子供も受け入れてお

ります。実際のところ、この障害福祉サービ

スが最近ふえているのは、そういった軽度の

発達障害の子供がそういったサービスを受け

ることが多くなってきたというような事情も

ございます。ですので、地域において、しっ

かりとそういった療育機関に通えるようなサ

ービスの構築を図っていきたいというふうに

考えております。 

 

○山本伸裕委員 やはり今お話があったよう

に、相談件数ということは非常にふえている

と思うんですね。やっぱりその背景には、受

け皿といいますか、そういったものがよく見

えていないことであるとか、どこに相談した

らいいかわからないであるとか、そういった

こともあるかと思うんですね。 

 また、市町村なんかでは、そういった子供

を放課後受け入れるような、デイサービスと

いうんですかね、そういった施設なんかも県

のほうの管轄で進められているというふうに

思うんですけれども、そういうやっぱり相談

できるところであるとか受け皿づくりをどう

進めていくかというようなことについても、

きちっと位置づけて、文書としても方向性を

定めていくようにしたらいいのではないかな

というふうに思います。という要望です。 

 

○髙島和男委員 25ページの自殺対策という

ことで、いろいろと御説明いただいて、自殺

の現状、動機等々は、こちらの別添の資料の

ほうででもわかるんですけれども、地域別の

状況を見ますと、こちらにも書いてあります

ように、球磨地域、阿蘇地域が極端に色が濃

くなっているんですけれども、何か特別に分

析をされたことがあれば教えていただければ

と思います。 

 

○奥山障がい者支援課長 おっしゃるとお

り、この地域別の表を見てみますと、球磨地

域、阿蘇地域が多くなっておりまして、この

点については、自殺対策の審議会においても

原因分析を指摘されました。その上で、我々

のほうで、この各市町村別の、例えば独身世

帯、一人世帯ですとか、あと高齢化率ですと

か、介護サービスの利用状況ですとか、精神

科疾患の受診状況ですとか、そういったもの

をいろいろと見てみたんですけれども、いず

れも余り直接的に関連があるというものは見

えませんでした。 

 というのは、この自殺の経路というのが、

さまざまな、いろいろな事情が、人によって

いろいろと絡み合いながら最終的に自殺に追

い込まれるというような形でございまして、

非常に複雑な経路となっております。なの

で、これといった、１つこれが原因だという

ものがなかなか見えづらい状況となっており

ます。  

 あと、阿蘇と球磨地域では、全体の人口が

尐ないことに伴い、１人、２人発生したとき
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に、率の割合でいくと上がってしまうといっ

た状況もあるのではないかというような結論

がございました。 

 

○髙島和男委員 そうしますと、今後の、第

５章にも書いてある推進体制の中で、こうし

た率としてちょっと高い、ほかの地域から比

べると高いよねというような市町村、自治体

に対しては、ほかの自治体と比べて、ちょっ

と違った、何といいますか、特に重点に取り

組んでというような県からの指導というか、

要望的なものはあるんでしょうか。 

 

○奥山障がい者支援課長 県としては、市町

村への作成の支援として、市町村ごとのデー

タを提供して、例えば、それぞれの地域で高

齢者の自殺割合が高いですとか、そういった

のが割と見えるような形でのデータ提供をし

たいと思っております。 

 それぞれそういったデータをもとに、どこ

が重点的に取り組むべきかというところを各

市町村で考えていただいて、作成につないで

いっていただきたいというふうに思っており

ます。 

 

○髙島和男委員 わかりました。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○緒方勇二副委員長 25ページの自殺対策の

取り組みについて、子供、若者の自殺対策の

推進の中で、このＳＯＳの出し方に関する教

育の推進あるいは相談の多様な手段の確保で

すか、具体的にどういうふうにやられるの

か。 

 といいますのが、昨年、座間市でああいう

ことが起きて、その実態たるや、結局は殺人

ですよね、金銭目的の。ああいう世界が、手

助けをする世界があるのであれば、逆に、相

談の多様な手段の確保の中で、ＳＮＳで逆に

救済側のサイトの開設も当然あってしかるべ

きだろうと思うんですけれども、現状的に考

えたときに、命のダイヤル等々あるんでしょ

うけれども、もっと若者が多様な相談の確

保、どういうことを考えておられるのか、も

し具体的にイメージがあるのであれば教えて

ください。 

 

○奥山障がい者支援課長 座間市であった事

件では、自殺願望のある被害者がＳＮＳ等を

通じて誘い出されたというような痛ましい事

件でありまして、国のほうにおいても、全国

的にそういったＳＮＳを使った民間の相談機

関の開設なども取り組まれていると聞いてお

ります。 

 今回の本県の計画においても、この事件の

発生を踏まえて、計画の22ページにございま

すけれども、ＳＯＳの出し方に関する教育の

推進ということで、小中学校において、ＳＮ

Ｓ等を適切に使うための教育等を、情報モラ

ル教育として充実していきたいというふうに

考えております。 

 また、多様な手段の確保という意味では、

これも、通報窓口アプリを導入して、周りか

ら見えづらくなっているネット上のいじめな

ど、そういったものから通報できるようにし

て、適切な支援につなげようというふうに考

えております。 

 こういった取り組みのほかにも、ゲートキ

ーパーの取り組みですとか、あと民間団体の

自殺相談の周知等も図りながら、自殺の防止

を図っていきたいと思っております。 

 

○緒方勇二副委員長 どこの県でしたか、結

局、ＬＩＮＥで命を助ける、誰しもが自殺に

追い込まれることのないような、命のダイヤ

ルにかわるような、ＬＩＮＥで逆に助けるよ

うなところを開設されて、その実を上げてい

るというふうに聞いたことがあるんですけれ

ども、そういうこともしていただきたいなと
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いうふうに思いますのと、昨年、同級生の子

供が自殺しまして、親御さんにお会いした

ら、全然その予兆すら、ましてやこぼすこと

もなく自殺をしてしまったんですけれども、

今度は残された遺族のほうが、悔いて悔い

て、気づいてやれなかったことを本当に涙な

がらに切々とおっしゃったんですけれども、

まさにこういうＳＯＳの出し方をなかなかわ

からない若年者はたくさんいると思うんです

ね、どこにどういうふうにしたらいいのか。

でも、手軽にやはりこういうＳＮＳ等にはつ

ながると思いますから、そういうサイトも逆

に、民間サイトかもしれませんけれども、充

実を図っていただければいいのかなというふ

うに思っております。 

 そして、片方で、孤独死の後片づけを、よ

く私行くんですね、処分に。これ自殺だった

かもしれないなと思うんですけれども、わか

らないんですよ、正直。やっぱりその辺の対

策もですよ、最後に胃袋に残っているのは、

ほとんど何も残っていないかもしらぬですけ

れども、本当にそういうことが現実的にある

と思うので、本当にその辺の対策を、若年無

業者等の自立支援とか、本当は助けられる人

たちなのかもしれないんですけれども、地域

とのつながりが特に切れているんだろうとい

うふうに思いますので、そういうことも今後

とも頑張っていただきますように、これは要

望させてください。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

なければ、これで報告事項(6)、(7)の質疑

を終了いたします。 

 次に、報告事項(8)について、担当課長か

ら説明をお願いします。 

 

○厚地健康危機管理課長 では、第３次熊本

県動物愛護推進計画につきまして、資料に基

づきまして御説明させていただきます。 

 資料は27ページでございます。 

 まず、１の計画の概要をごらんください。 

 本計画は、動物の愛護及び管理に関する法

律に基づきまして、各都道府県が動物愛護施

策などを推進するための計画であります。 

 本県では、昨今の動物愛護の機運の高まり

や熊本地震で命の大切さを真に学んだことに

より、平成30年度の予定でありました第２次

計画の中間見直しを前倒しして、新たに３次

計画を策定するものであります。 

 また、殺処分ゼロを目指す取り組みの方向

性を示し、飼い主や県民、獣医師会、動物愛

護団体のボランティアなどに期待する取り組

みを盛り込んでおりまして、愛護に対する施

策を拡充するという本県の姿勢を示すため

に、これまでの動物愛護・管理推進計画を、

第３次計画からは熊本県動物愛護推進計画と

しております。なお、計画の期間は、平成30

年度から平成39年度までの10年間でございま

す。 

 次に、２の第２次計画における主な課題で

ございますが、主なものは、飼い主に係る施

策として、法律で義務づけられている犬の登

録や狂犬病予防接種率が低下傾向であるこ

と、犬猫の所有者の明示がなく、迷子になっ

た犬猫を飼い主のもとに返還することができ

ないことなどを挙げております。 

 また、行政にかかわる施策では、動物愛護

団体が保護した犬猫の情報共有が不十分であ

ること、県動物愛護センターでの収容数超過

や感染症の発生などの課題を挙げておりま

す。 

 そのほかにも、県民にかかわる施策であり

ますとか、災害発生時にかかわる施策等につ

きましても、さまざまな施策がございます。 

 そこで、３の計画の基本理念でございます

が、３次計画の基本理念を「県民と協働で

「命を大切にし、やさしさあふれる人と動物

が共生するくまもと」を実現する」としてお

ります。 

 また、目標実現のための基本的な考え方と
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して、飼い主が周辺に迷惑がかからないよう

な飼い方を行う適正飼養、最後まで動物の命

に責任を持つ終生飼養、動物が好きな県民や

そうでない県民を含め、動物愛護に関する県

民の共通理解の形成に努めて、各課題に対応

することとしております。 

 その上で、４の取り組むべき施策の方向性

でございますが、目標の実現に向けて、前計

画の課題に対する取り組みを検証し、現在の

課題に対応するため、こちらに書いてござい

ます６つの施策展開の方向に整理し直しまし

た。 

 次に、５の施策の具体的な取り組みでござ

いますが、今ほど御説明いたしました６つの

方向性に対する施策の具体的な取り組みとし

て、全体で12の施策を掲げております。その

中でも、特に重点的に取り組む事項の例につ

きまして御説明させていただきます。 

 一番左の１段落目でございますが、１の飼

い主における終生飼養、適正飼養の推進の中

の施策１、犬猫の終生飼養に関する普及啓発

の強化では、県の広報媒体等あらゆる媒体を

活用して、飼い主に対して終生飼養普及啓発

を行い、保健所や動物愛護センターに引き取

られる犬猫を減らすことや、迷子になった場

合でも、犬猫を保護した方が飼い主が誰かわ

かるための迷子札やマイクロチップ等の装着

の啓発などを記載しております。 

 次の右の列の３、保護動物の返還、譲渡の

推進でございますが、施策５の保護動物の返

還促進として、迷子になった犬猫が飼い主に

返還されるために、個人や愛護団体などが保

護した動物の情報を県のホームページに掲載

できるよう、県動物愛護管理ホームページを

充実するとしております。 

 また、施策６の保護動物の譲渡促進としま

しては、保健所や動物愛護センターに保護さ

れている犬猫及び愛護団体が保護している犬

猫の譲渡を拡大するために、休日譲渡会、合

同譲渡会等の開催を記載しております。 

 ４の保護動物の適正管理の徹底では、施策

７の保護動物の健康安全を考慮した環境の整

備と飼養管理の推進として、保護動物のしつ

けや運動等の実施、感染症予防のためのワク

チン接種やシャンプー実施等を記載しており

ます。 

 また、施策８の県動物愛護センターあり方

検討では、譲渡を拡大するための適正な飼育

環境などの機能強化に関する動物愛護センタ

ーのあり方の検討について記載しておりま

す。 

 なお、右下の四角に囲っておりますとお

り、財源につきましては、ふるさと納税制度

のさらなる活用など、さまざまな方策を検討

していきたいと考えています。 

 最後に、今後のスケジュールといたしまし

ては、本計画素案につきましては、12月18日

から１月11日までパブリックコメントを実施

したところでありまして、現在、寄せられた

御意見を取りまとめ中であります。 

 これらの意見につきまして、本計画に反映

させた後に、２月議会の厚生常任委員会で改

めて御報告するとともに、県動物愛護推進協

議会にも報告し、３月末までに策定したいと

いうふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑ありませんか。――ありませんか。な

ければ、これで報告事項(8)の質疑を終了い

たします。 

 次に、報告事項(9)について、担当課長か

ら説明をお願いします。 

 

○緒方総務経営課長 県立こころの医療セン

ターであります。 

 第３次中期経営計画の概要について御説明

いたします。 
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 資料につきましては29ページです。 

 当病院では、これまで経営改善を図るとと

もに、適切な精神科医療を推進するため、３

回にわたる経営計画を策定してまいりまし

た。本年度がこの第２次計画の最終年度に当

たるため、平成30年度から平成35年度の６年

間の第３次経営計画を策定しているところで

あります。 

 期間をこれまでの５年間から６年間にしま

したのは、第７次熊本県保健医療計画と期間

を一致させたためであります。 

 資料の左上、計画改定の背景を御説明いた

します。 

 国の主な動向といたしましては、ごらんい

ただいているガイドライン等がございます

が、内容につきまして押しなべて申します

と、公立病院に対する経営の効率化、精神障

害者の方を地域で支える体制の構築と医療連

携及び精神病床の機能分化等が内容となって

おります。 

 このほか、背景としましては、児童・思春

期の患者への医療の提供や精神障害者の方が

地域で生活できるように支援していく地域生

活支援に対するニーズも高まっております。 

 また、熊本地震を踏まえた新たな課題、例

えば精神科における災害医療への対応も必要

になってきております。 

 これらの国の動向及び社会ニーズを踏まえ

ながら、資料中央上に記載しております、当

病院の基本理念に基づきながら策定している

のが今回の第３次中期経営計画であります。 

 参考としまして、資料右上に関連する計画

等を記載しております。 

 それでは、第３次中期経営計画の中身につ

きまして御説明いたします。 

 資料左側、第３次中期経営計画の概要の欄

をごらんいただきたいと思います。  

 まず、５つの基本的な柱立てをしておりま

すが、この柱立てについて御説明いたしま

す。 

 １番目が、県立の精神科医療機関としての

整備、２番目が、医療機関としての整備、３

番目が、県立という側面のうち、地域移行支

援を特出ししたもの、４番目が、県立という

側面の地域貢献を特出ししたもの、そして５

番目に、これらを支える運営体制と経営基盤

の確立としております。順に御説明いたしま

す。 

 まず、基本方針１、県立の精神科医療機関

の役割として、セーフティーネット機能の維

持・充実を図るとともに、政策的・先導的精

神科医療に積極的に取り組むについて御説明

いたします。 

 これは、当病院が県立の精神医療機関とし

て従来から担っているセーフティーネット機

能と政策的・先導的精神科医療について整理

したものです。 

 セーフティーネット機能に関する主な取り

組みとしましては、措置入院患者や民間精神

科病院等では受け入れが困難な患者等の受け

入れ、休日、夜間における救急患者等への対

応等を挙げております。 

 続きまして、政策的・先導的精神科医療へ

の積極的取り組みについてです。 

 これは、県が、精神科医療で政策的に取り

組む課題や、今後取り組んでいく必要性は認

められているものの、民間では取り組みが進

んでいない課題について、積極的に取り組ん

でいくものであります。 

 具体的には、児童・思春期医療の積極的推

進と患者の社会生活に向けた支援の充実が挙

げられますが、患者の社会生活に向けた支援

につきましては、３番目の柱立てで整理して

おりますので、ここでは児童・思春期医療の

積極的推進について、主な取り組みを掲げて

おります。 

 具体的には、平成24年度から実施している

こころの思春期外来の強化に加え、本年度施

設改修を行いました思春期ユニットと称する

入院診療体制の構築等を挙げております。 
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 次に、基本方針２、医療の質の向上と安全

を確保し、患者や家族等との相互協力のも

と、利用者の立場に立った医療の提供を行う

について御説明いたします。 

 ここでは、医療の質の向上と安全の確保と

して、熊大医局等と連携した医療スタッフの

確保と、長期研修制度の導入による医療の向

上、医療安全管理対策等を挙げております。 

 次に、基本方針３、国が進める「入院医療

中心から地域生活中心へ」という方向に沿っ

て、患者の社会生活に向けた支援の充実を図

り、短期治療型の病院を目指すについて御説

明いたします。 

 先ほど御説明しました政策的・先導的精神

医療の一つである患者の地域生活支援を挙げ

ております。具体的には、社会復帰リハビリ

テーションの強化や、入院早期からデイケア

あるいは共同住居を活用した地域での自立支

援の先導的な社会復帰支援活動の継続、充

実、訪問看護や相談などを通じてさまざまな

職種の医療スタッフが連携したり、市町村や

保健所等々、関係機関と連携するなどした患

者の社会復帰、地域生活を支援するための体

制強化、そして、治療により症状が改善した

患者につきましては、訪問看護ステーション

の利用につなげるなど、他の社会資源との連

携、活用等を挙げております。 

 次に、基本方針４、精神科医療を支える人

材の教育・研修の推進やＤＰＡＴの派遣を含

む精神科災害医療への対応等、地域に貢献で

きる病院を目指すについて御説明します。 

 県立病院の役割として、当病院は、県内精

神科医療を支える人材の教育、研修を推進す

る責務があると考えています。 

 具体的には、大学あるいは専門学生、臨床

研修医、民間医師、医療従事者の教育、研

修、専門学校への講師派遣等を挙げておりま

す。 

 また、熊本地震を踏まえた新たな課題の対

応としまして、熊本ＤＰＡＴ、すなわち熊本

県の災害派遣精神医療チームの先遣隊を派遣

したり、県内３名のうち２名が当病院に所属

するＣＶＰＰＰのインストラクター、すなわ

ち患者さんが医療スタッフへ暴力を振るった

場合のその暴力の回避とか、それに対しての

組織的な対処方法を教えることができるイン

ストラクターを地域の医療機関等に講師とし

て派遣するなど、当院の人材とノウハウを積

極的に活用していくとともに、精神科医療機

関がない地域等における精神保健活動への協

力支援等も挙げております。 

 次に、基本方針５、これらの基本方針を実

現するため、職員の勤務環境を改善していく

とともに、運営体制を強化し、安定した経営

基盤を確立するについて御説明いたします。 

 まず、運営体制の強化についてでありま

す。 

 これにつきましては、診療体制を再構築し

たり、効率的な運営体制の確立、あるいは民

間の有識者等で構成する運営評価委員会によ

る評価を挙げております。 

 また、医療クラークや電子カルテを導入

し、より効率的な経営基盤を構築していきた

いと考えております。 

 続きまして、資料右欄、収益的収支の推移

等を御説明いたします。 

 済みません、文字が小さくなって大変恐縮

いたします。計画素案21ページ以降のデータ

を抜粋しているところであります。 

 まず、第１番目、収益的収支の推移であり

ます。 

 この表の下から２番目、経常損益をごらん

いただければと思います。 

 この欄は、各年度が赤字になるのか黒字に

なるのかを記載しております。 

 平成30年度を除き、1,000万円を超える黒

字を見込んでおります。では、この平成30年

の黒字が小さいのは何かと申しますと、電子

カルテシステムを導入するため、その経費と

して約3,500万円の支出が見込まれると考え
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ているためであります。 

 次の欄が、資本的収支の推移を記載してお

ります。 

 資本的収支につきましては、一般会計負担

金の推移が重要であり、収益的収支の一般会

計負担金あわせて、３番目、一般会計負担金

の推移を抜き出しております。 

 一般会計負担金の推移の表の上段が収益的

収入分であります。 

 新しい繰り出し基準に基づき計算しまし

て、毎年度、約８億7,000万前後の負担金を

お願いしております。 

 下段が、資本的収入分の推移であります。 

 この資本的収支につきましては、平成23年

度から、一般会計からの繰り入れを０にして

おり、必要な経費につきましては内部留保資

金から充当しておりました。資本的収支の一

般会計からの繰入金を０にして内部留保資金

から充当し続けますと、平成32年度に内部留

保資金、これが14億を下る結果になります。

内部留保資金が14億円を下ると、例えば、何

らかの原因で病院が１年間稼働できなくなっ

た場合に、必要な費用を賄うことができなく

なるため、平成32年度からは、資本的収支に

おいても、一般会計からの負担金をお願いせ

ざるを得なくなる計算となっております。 

 とはいえ、地方公営企業法において、病院

事業においても、その経済性を発揮していく

必要があると考えております。したがいまし

て、平成32年度になったら、自動的に一般会

計からの負担金をいただくというスタンスで

はなく、できる限り経営の効率化を行い、１

年でも長く資本的収支における一般会計負担

金をいただかずに済むよう利益を出していく

とともに、仮に資本的収支における一般会計

負担金をお願いしなければならない状況にな

った場合には、まず経営計画を見直すととも

に、財政当局と十分協議しながら、県議会に

も十分御説明を行い、御理解を求める等、丁

寧に対応をさせていただければと考えており

ます。 

 続きまして、４番、中期指標についてです

が、医業収支比率等の経営指標を記載してお

ります。 

 最後が、経営目標であります。 

 まず、一般精神病床利用率につきまして、

全国の民間病院を含めた精神科病院の平均値

を参考に86％としております。 

 続きまして、新たに稼働する児童・思春期

専用病床の利用率を55％に設定しておりま

す。これは、一般精神病床利用率よりも低い

目標となっておりますけれども、現在稼働し

ている全国の児童・思春期病床の稼働率の平

均を参考に設定しているところであります。 

 そのほか、外来者数、デイケア延べ人数、

作業療法延べ人数につきましては、第２次計

画とほぼ同様の目標を掲げております。 

 以上が県立こころの医療センターの第３次

中期経営計画の概要であります。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑ありませんか。 

 

○溝口幸治委員 大変な御努力だというふう

に敬意をまず表したいと思いますけれども、

最後のところでありました、一般会計からの

繰り入れが32年から発生するという話があり

ましたけれども、32年ですから、今御説明い

ただいた方も病院管理者もみんなかわってい

るのかもしれませんけれども、かわっている

からこそ今議論しておきたいんですけれど

も、このときに、この時点でまた来年から発

生しますよといって議会に上がってきて、そ

のときにばたばたして認めるか認めないかみ

たいな議論するよりも、やっぱり今から尐し

頭の体操をしておくべきだと思うんですけれ

ども、この時点で考えられるのは、まだ一般
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会計から繰り入れても県立病院としてやって

いくべきものがどれぐらい残っているのかと

思うんですね。新しい事業にももちろん時代

の変化とともに取り組んできていただいてい

るので、今のところ私は必要だというふうに

思っていますが、この32年ぐらいのときに、

どの程度必要になってくるのか。 

 また、考え方として、場合によっては、民

間の方々との連携も含めて、もう県立病院や

めますという選択肢がとれるのか、そのあた

りちょっと教えていただけますか。きょうの

時点でどっちか決めるという話じゃないです

ので。 

 

○緒方総務経営課長 おっしゃるとおりであ

ります。例えば、今委員がおっしゃった部分

は、民間とのどういうすみ分けがあるのか、

あるいは収益がどの部分でとれている――何

かちょっと俗っぽいんですが、とれていくの

か、この部分なんですけれども、まず、県立

病院が民間とは違うところなんですけれど

も、これにつきましては、まず１つが、民間

病院ではどうしても受け入れが難しい患者さ

んを受け入れるという機能、これは恒久的に

多分続くと思います。 

 あと１つは、先ほども御説明しました児

童・思春期精神科医療なんですけれども、こ

れが外来を始めたときは244人ぐらいの外来

だったんですけれども、現在千二百何人ぐら

いにもうふえています。このように、児童・

思春期に対する精神科医療については、まだ

まだ県内の、ニーズがある割には、その医療

ができるという機関が尐ないものですので、

これについては、今後、そこを受けていく、

受け入れていくと。そうすると、ここの計画

で、児童・思春期の専用病床利用率55％に設

定しております。これは、もちろん全国の児

童・思春期をやっていらっしゃるところの稼

働率を加味したんですけれども、この伸びて

いく傾向から、ここの部分について、例えば

いろんな入院が必要な方をより多く入院させ

ていくというように、この稼働率を上げてい

くことによって収入は若干見込みがあるんじ

ゃないかなと思っています。 

 あと１つの御質問では、例えば独立行政法

人とかあるいは民間移譲についてどう考える

かにつきましては、これは１つは、移行する

ためのコストとの比較になると思います。例

えば、独立法人あるいは指定管理者で民間移

行となりますと、例えば人事管理、あるいは

財務上が、完全にこれは県から切り離すもの

ですので、コストがかかってきます。このコ

ストがかかった分に見合い、かつ、民間にお

願いしたときに、もしこのようなセーフティ

ーネットとかあるいは採算性が非常に難しい

政策的医療が実現できるならば可能とは思う

んですけれども、現時点では、現状のまま地

方公営企業法の全適のほうがいいんじゃなか

ろうかと、このように考えております。 

 以上であります。 

 

○溝口幸治委員 いずれにしても、そんなに

遠い将来じゃないので、今年度、30年度ぐら

いからは本格的に議論してやるというか、ど

うするかというような議論を始めるべきだと

思いますけれども、そういう機関というか、

組織みたいなのが何かありましたっけ。 

 

○緒方総務経営課長 こころの医療センター

の組織を、例えば独立法人にするとかあるい

は指定管理者にするということの具体的な検

討機関というのは、現在まだございません。

ここのところは、やはり収支とか、あるいは

うちが政策医療を連携している健康福祉政

策、そして、県全体ですので、総務部の人事

課もかかわってきます。そのようなところと

話し合う必要が出てくるかもしれません。 

 以上であります。 

 

○溝口幸治委員 最後にしますけれども、管
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理者にというか、恐らく何らかの形で――こ

れは健康福祉部だけの話じゃなくて、一般会

計からの繰り入れということになってくるの

で、県全体としてどう考えるかなので、しっ

かりした議論が必要だと思いますけれども、

何かそのあたりどういうふうに今後考えてい

らっしゃるのか、お聞かせください。 

 

○永井病院事業管理者 ほぼ具体の話につき

ましては、先ほど来、総務経営課長からお話

をさせていただきました。 

 先ほどもちょっと申し上げましたとおり、

これを、平成32年度が多分状況的には、資本

的収支を含めて、一般会計からの繰り入れを

いただかざるを得ない状況が近まってきてい

ると、そういう危機感を持っております。 

 そういう意味では、県の財政当局あたり含

めて、それから、まさに都道府県、いろんな

形でこの精神科医療を県として担っている部

分がある、運営的な、形としても幾つかござ

いますので、そのところのまずは情報の収集

をさせていただきながら、私ども熊本県の中

における県立病院としてのあり方みたいなと

ころ、そういうところを検討させていただき

たいというふうに思います。よろしくお願い

します。 

 

○溝口幸治委員 今までのずっと経緯からい

って、県がやめたというのは恐らく私はない

んだろうと思うんですね。やっぱり最低限と

いうか、しっかり県でなければ守れていけな

いものというのがあるので。だとすれば、余

計こうやって歴史的な、一般会計からまた繰

り入れなければならないといったときに、し

っかり議論をして、やっぱりこの病院の存在

意義というか、そこをもう一度見直して、お

金を入れるのであればきちっと入れていく、

そして、新しい事業にチャレンジできるので

あればやっていくということをしっかりやっ

ていくことが必要だと思いますので、きちっ

と、ほかの部局とも関係あると思いますの

で、よく連携して対応をしておいてほしいと

いうふうに思います。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

なければ、これで報告事項(9)の質疑を終

了いたします。 

 次に、報告事項(10)について、担当課長か

ら説明をお願いします。 

 

○野尾健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 住まいの再建に関する調査結果について御

説明を申し上げます。 

 当調査結果につきましては、昨日、知事の

定例記者会見において発表させていただきま

した。本日は、その内容について、厚生常任

委員会におきましても御報告申し上げます。 

 資料につきましては、別とじの資料、住ま

いの再建に関する調査結果をお配りしており

ます。１ページ目をお願いします。 

 今回の調査の目的ですが、県では、住まい

の再建を後押しするため、４つの支援策を実

施しております。この支援策の公表後、県内

の仮設住宅の入居者を対象に、住まいの再建

に関する調査を行いました。本日は、その主

な結果について御報告申し上げます。 

 調査は、昨年11月末時点で、約１万7,500

世帯、県内の仮設住宅入居者を対象に実施

し、その93％に当たる約１万6,300世帯から

回答をいただきました。 

 ２ページ目をお願いします。 

 住まいの再建先につきましては、全体の約

５割の世帯が自宅再建を希望されており、民

間賃貸住宅約３割、公営住宅が約２割という

結果になっております。 

 昨年６月に実施しました意向調査との比較

では、自宅再建希望が10ポイント減尐し、民

間賃貸希望が９ポイント上昇しております。 

 また、前回調査では、まだ決めていないと
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の回答が約4,000世帯ありましたが、今回の

調査では、142世帯と大幅に減尐しました。 

 ３ページ目をお願いします。 

 再建の時期につきましては、平成30年度ま

でに約５割の世帯が再建を完了したいとの意

思を示しておられます。こうした動きは、昨

年の支援策の発表以降、被災者の皆様の再建

への意識が高まり、住まいの再建の動きが本

格化してきたことの結果だと受けとめており

ます。 

 供与期間の延長につきましては、６割の世

帯が供与期間の延長を希望されており、４割

が延長の必要はないと回答されております。 

 ４ページをお願いします。 

 今後、県では、今回の調査結果を踏まえた

個別支援の充実を図ってまいります。また、

未回答の世帯や再建方法が決まっていない世

帯については、聞き取りなどを行い、意向に

沿った支援につなげることで、再建のスピー

ドを加速してまいります。 

 引き続き、一日も早い住まいの再建を図

り、被災された方々の心の復興がなし遂げら

れるよう、関係市町村と連携し、全力で取り

組んでまいります。 

 ５ページ、６ページにつきましては、これ

まで説明いたしました調査結果について詳細

に記載したものでございます。 

 説明は以上でございます。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 質疑ありませんか。質疑ございませんか。 

 質疑がなければ、これで報告10の質疑を終

了いたします。 

 次に、その他で委員から何かありません

か。 

 

○溝口幸治委員 済みません、きょうは説明

いただいてありがとうございました。 

 説明を聞きながらというか、最近、国のほ

うで、社会保障を全世代型に転換するんだと

いうような話がよく出てきますよね。子育て

とか介護が、安心して暮らせるようにという

ことで出てくるんですが、きょうも医療、介

護、保険、年金、こういうものに関連するも

のと関連しないものとありましたけれども、

今までどっちかというと、国の施策に合わせ

てこっちは、ここにも金つけてください、こ

こにも金つけてくださいというお願いが結構

多かったと思うんですが、何か今度からやっ

ぱり逆の発想で、例えばきょうの説明でもあ

った、医療費の見通しとかって出しても、し

ょせんどれだけ頑張っても削れる分って限ら

れていて、あれを出すことで何か意味がある

のかなということすら、何かそういうふうに

感じてしまうような気がするんですけれど

も、逆に、こっちから、もうこういう制度は

やめたらどうなのというのを逆提案、国にす

るというか、ここまでもう見る必要ないんじ

ゃないのみたいなことが、今からやっぱり必

要になってくるのではないか。 

 人口も減ってくる、高齢化になってくる、

保険やさまざまな収入もそんなにふえていく

わけはないので、やっぱり県の体力というの

も、そんなに維持できないですよね。となる

と、例えばですよ、就労支援Ａ型とか、ああ

いうのって、早く飛びついて、要領よかった

人はがっぽがっぽ補助金もらっていいように

やって、その後気づいてみたら、何か制度が

あんまりよくなくて、今はどんどんどんどん

厳しくなってということで、何か厚労省の施

策も、全部がいい施策ではないですよね。 

 ですから、やっぱりこういう施策はもうや

めるべきではないのかとか、例えば保険適用

の薬でも、例えばですよ、うがい薬なんてい

うのを、わざわざ保険適用の薬にいつまでし

とくのっていう話もあるし、この前テレビで

やっていましたけれども、クリームとかああ

いうのも、手が荒れた人とかアトピーの人と
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いうのは、本当に大事なクリームなんでしょ

うけれども、そういうのを何か肌につけて、

薬局で買うよりもそっちが安いのでという人

たちもいるというぐらいなので、やっぱりど

っかで我々の側から、熊本県の側から、こう

いうものは保険に適用するけれども、こうい

うものは要らないんじゃないかみたいな逆提

案をやっぱり国にしていくような、そういう

ことがあってもいいのかなというふうに思う

んですが、全部国に敷かれたレールで、ここ

が財源足りないのでここにつけてくれつけて

くれと、結局みんなの負担なんですよね。で

すから、やっぱりそういう発想がこれから必

要になってくるのかなというふうに思います

が、そのあたり、部長、何かお考えありませ

んか。 

 

○古閑健康福祉部長 まさに委員御指摘のと

おり、これから、もう限られた財源の中で、

いかに効率的にやっていくかというのは、非

常に大事な視点だと思います。 

 そういった中で、やはり国がやる施策の全

てのメニューを県が手を挙げて、また、それ

を市町村にやっていただくというのが、もう

体制的にも限界の部分があろうかと思います

ので、委員から御指摘のように、具体的にど

れというわけではございませんけれども、そ

ういう視点も持ちながら、ある程度めり張り

をしっかりつけながら、また、熊本県とし

て、特にここに力を入れていくべきもの、あ

る程度尐し手を緩めるもの、そういったもの

をきちんと見定めながら、しっかり取り組ん

でいきたいというふうに思います。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

なければ、以上で本日の議題は終了いたし

ました。  

 最後に、陳情書が１件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

 どうもお疲れでした。 

  午後１時42分閉会 
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